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Ⅰ．法人の概要 

 

1.基本情報 

法人名：学校法人麻生学園 

（平成９年１２月 寄附行為変更認可並びに九州情報大学経営情報学部設置認可） 

学校法人九州情報大学 

（平成１４年１２月 寄附行為認可並びに九州情報大学設置者変更認可） 

学校法人麻生教育学園（平成２６年１１月 設置者の名称変更認可） 

理事長：麻 生 隆 史 

所在地：〒８１２－００１１ 福岡市博多区博多駅前３丁目２３番２０号 

電 話：（０９２）４３５－０３５５ ＦＡＸ：（０９２）４３５－０３６６ 

Ｈ Ｐ：https://www.kiis.ac.jp 

 

設 置 校 

 

九州情報大学・九州情報大学大学院 

・太宰府キャンパス 

〒８１８－０１１７ 福岡県太宰府市宰府６丁目３番１号 

学 長：麻 生 隆 史 

設置学部：経営情報学部 

設置学科：経営情報学科・情報ネットワーク学科 

電 話：（０９２）９２８－４０００（学部） （０９２）９２８－１２００（大学院） 

ＦＡＸ：（０９２）９２８－３２００ 

Ｈ Ｐ：https://www.kiis.ac.jp 

 

・博多駅前サテライトキャンパス 

〒８１２－００１１ 福岡市博多区博多駅前２丁目１５番７号 

電 話：（０９２）４８３－２３２３ 

 

・博多駅東サテライトキャンパス 

〒８１２－００１３ 福岡市博多区博多駅東１丁目１９番１８号 

電 話：（０９２）４８３－１９００ 

 

 

https://www.kiis.ac.jp/
https://www.kiis.ac.jp/
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2.建学の精神及び教育目標と三つのポリシー 

建学の精神及び大学の使命・目的 

 九州情報大学は、前身である学校法人麻生学園の校訓「至心」（この上ない誠実さで積極果敢に事

に臨む精神的態度）を建学の精神として継承している。本学は、麻生学園の半世紀にわたる「人づく

り」の成果を礎として、“21世紀の風雪に耐えうる新しい社会人・産業人づくり”を目標として創設

された。新時代に即応する人材は、新しい技術革新によって開発される新技術、新方法を研修・体得

して、社会や産業の繁栄に活用する技術力・創造力を培い、他方これらの社会に必要な豊かな教養と

温かい人間性を備えた人間の育成が緊要の課題となる。本学の使命は、優れた技術力と人間性とを「車

の両輪」とする均衡のとれた社会と産業の指導者の養成にある。また、本学に関わるすべての人びと

は、社会、産業、経営に関する新知識、新技術の研修、研究改善、創造に努めるとともに、学園の信

条である「至心」、「報恩感謝・慈愛と奉仕」（親、祖先、師、社会、神仏への感謝）、「容は心を

呼び、心は容を呼ぶ」（行動変容の原理）を正しく理解・体得して、教学と学生とが一体となって相

互研鑽し、所期の創造的成果をあげることが強く期待されている。 

この本学の建学の精神、使命、信条に沿って経営情報学部、経営情報学科、情報ネットワーク学科

及び大学院経営情報学研究科では次のような教育目的を掲げている。 

経営情報学部の目的は、教育基本法及び学校教育法に基づき、広い分野の知識と深い専門の学術理

論と応用を教授、研究するとともに、高度な経営情報の思想と理念をきわめ、建学の精神に基づいて、

これを支える豊かな人間性を兼ね備えた創造的・実践的な人材を育成し、学術、文化の向上・普及と

併せて社会の発展に寄与することにある。 

経営情報学部 経営情報学科は、経営学、会計学、情報学の基本的知識の修得及び、情報処理・活用

能力を養成し、財務、会計、商品開発、マーケティング等の分野で活躍できる人材を養成することを

目的としている。 

経営情報学部 情報ネットワーク学科は、ネットワーク関連の情報通信技術の知識とその活用能力を

修得し、情報システムやネットワークの技術、経営企画・管理から電子商取引き、メディアコンテン

ツの創造等に至るまで、ネットワーク社会の新しい分野で活躍できる人材を養成することを目的とし

ている。 

大学院経営情報学研究科の目的は、本学の建学の精神に則り、学部教育の基礎の上に、学術の理論

及び応用を教授研究し、その深奥を究めて文化の進展に寄与することである。 

経営情報学研究科経営情報学専攻 博士前期課程は、高度情報化時代における企業経営の在り方を追

究し、経営・会計・情報の三分野の専門知識の相互浸透、融合化を達成し、高度な複合的専門職業人

並びに研究者を養成することを目的としている。 

経営情報学研究科経営情報学専攻 博士後期課程は、経営学的研究と情報学的研究とのより高度の総

合化を意図した先端的・学際的経営情報学ないし戦略的経営情報学という新しい専門分野を確立し、

組織・企業における各分野の横断的・統合的な管理・運営能力を有するより高度な複合的専門職業人

並びに研究者を養成することを目的としている。 

 
○大学（学部） 
ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 
本学が養成しようとする人材は、経営情報の高度で専門的な知識・技能を収め、建学の精神「至心」

を進んで実践しようとする豊かな人間性を備えたビジネスパーソン・ITエキスパートです。こうした

‘全人格的人間’を社会に輩出するために、本学は以下に示す方針の通り、学則および諸規程が定め

る基準に達し、併せて学士としてふさわしい力（「学士力」1.知識・理解 2.汎用的技能 3. 態度・

志向性 ４.統合的な学習経験と創造的思考力）を修得したと認められる学生に対して「学士（経営情

報学）」の学位を授与します。 

Ⅰ 必修科目の単位を含めて 124単位以上を修得していること。 

 

Ⅱ 学修の成果を卒業研究（またはこれと同等と認められるもの）によって示すことができること。 
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Ⅲ 建学の精神を理解し自ら進んで実践しようとする姿勢を備えるとともに、社会人として必要な態

度・志向性を修得していること。 

 

Ⅳ 経営情報学の汎用的技能や知識・理解について基礎から応用まで修得し、併せて ITパスポート合

格および日本商工会議所簿記検定（またはこれらと同等以上と認められる外部標準試験の合格）と

同水準の技能を有していると認められること。 

 

Ⅴ 社会の様々な事象について、複眼的な知識・理解や汎用的技能を獲得し、それらを総合的に活用

して、自らが立てた新たな課題に適用させることにより、その課題を解決することができる主体的

かつ創造的な思考力や実践力を修得していること。 

 

カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 
経営情報の高度で専門的な知識・技能を収め、建学の精神に基づく豊かな人間性を備えたビジネス

パーソン・ITエキスパートを養成するために、本学の教育課程は次のような特色の 2つの科目群から

構成されています。それは、幅広い教養と人格を陶冶するための「基礎総合科目」、そして経営情報学

の諸分野を体系的に学ぶための「専門教育科目」です。2 つの科目群は基礎から応用へと段階的に学

べるように設定されており、以下に示す方針に従って編成され実施されます。 

学生の成績は、卒業までに修得してほしい「学士力」（1.知識・理解 2.汎用的技能 3.態度・志向

性 ４．統合的な学習経験と創造的思考力）のそれぞれの観点から評価されます。 
 

Ⅰ 建学の精神を理解させ、社会人として必要な態度・志向性を養うこと。 

 建学の精神に基づいた全人格的教育を行います。そのために人間性を高め、感性を豊かにすることを

目的とした科目や少人数教育を通じて社会的協調性を体得させるための科目（「建学の精神と人生」、「ゼ

ミ」、「演習」、「コミュニケーションと自己発見Ⅰ・Ⅱ」など）を設定します。 

 

Ⅱ 経営情報学の基礎から応用までの汎用的技能や知識・理解を修得させること。 

経営情報学の諸分野について、汎用的技能や知識・理解を段階的に修得できるように科目（「専門教育

科目」群、「ゼミ」、「演習」など）を設定します。とくに本学の専門教育の学修成果を具体的に示すため

に、IT パスポート、日本商工会議所簿記検定（またはこれらと同等以上の外部標準試験）の合格を目標

とします。そのための対策科目を設定します。 

 

Ⅲ 社会の諸問題についての知識・理解や汎用的技能を高めること。 

社会の様々な事象についての複眼的な知識・理解や汎用的技能を修得した有為な社会人を養成するた

め、本学の教育課程においては、「基礎総合科目」（人文・社会・自然科学、語学、スポーツ科学など）

および「専門教育科目」（社会・法律など）の中に多様な科目を設定します。 

 

Ⅳ 主体的かつ創造的な思考力や実践力を修得させること。 

 能動型学習（アクティブラーニング）を積極的に推進して、学生が自分で課題を設定して、その解決

に取り組むことができるような主体的で創造的な思考力・実践力を養います。特に、そのための科目と

して「ゼミ」、「演習」などを設定します。 

 

Ⅴ 基礎学力・技能を確認・強化すること。 

学生が主体的な学びの力をなるべく早く体得できるように、コミュニケーションや学びのスキルのた

めの初年次科目を設定します。また基礎学力を確認・強化するための科目、コンピュータリテラシーを

修得するための科目を設定します。 
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Ⅵ キャリア開発の技能を培い、将来の進路に備えること。 

学生が卒業後の進路を自ら考え、切り開いていけるように初年次からキャリア教育科目を設定します。

働くことの意味や就活支援など、学生のニーズに応じた科目、地域の経営者団体と提携して行う産学連

携の実際的な科目を設定します。 

 

アドミッションポリシー（入学者受入れの方針） 
本学が養成しようとする人材は、経営情報の高度で専門的な知識・技能を収め、建学の精神「至心」

を進んで実践しようとする豊かな人間性を備えたビジネスパーソン・ITエキスパートです。この基本

的理念に基づき、経営情報学科、情報ネットワーク学科共通で、以下の方針に従って入学者を受入れ

ます。 

 
Ⅰ 建学の精神を理解し、実践しようとする意欲を持っていること。 

本学建学の精神「至心」を理解し、実践しようとする意欲があり、勉学に進んで取り組み、そし

て進取の精神に溢れた人を求めます。 

 

Ⅱ 経営情報の分野に関心を持ち、学ぶ意欲があること。 

経営情報の諸分野に関心を持ち、知識や技能を身につけ、深めていこうとする意欲がある人、特

に経営情報の諸分野に関する検定試験や資格取得に積極的に取り組む意欲がある人を求めます。 

 

Ⅲ 基礎的な学力を身につけていること。 

大学で学ぶにあたって必要とされる学力（学校教育法第 30条の第 2項による学力の三要素） 

（1）基礎的・基本的な知識・技能 

（2）知識・技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等  

（3）主体的に学習に取り組む態度 

 を入学までに修得している人を求めます。 

 

Ⅳ 社会の諸問題を広く多様な視点から理解し、その解決に貢献したいという意欲があること。 

広範な知識・技能を体得し、社会の発展のために積極的に参画していく気概がある人を求めます。 

 

Ⅴ 上記の方針に基づき、本学では下記の入学試験を実施して多様な学生を受け入れる。（本学の入学

試験の詳細については「九州情報大学入試概要」をご覧ください。） 

 

○学校推薦型選抜（特別推薦・一般推薦） 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験、関心、目標、適性（コミュ

ニケーション能力、独創性、積極性等）などを出身高等学校長による調査書と推薦書および面接（口

頭プレゼンテーション含む）、自己 PR作文と小論文（一般推薦のみ）に基づいて総合的に選考します。 

 

○総合型選抜 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験、関心、目標、適性（コミュ

ニケーション能力、独創性、積極性等）などを受験生が作成したエントリーシートやインタビュー及

び出身高等学校長による調査書を参考にして、面接（口頭プレゼンテーション含む）に基づいて総合

的に選考します。 

本学の総合型選抜が求める学生像は次の三点です 

① 「経営・会計・情報」に強い関心を持つ者 

② 企業家を目指す者や家業を継ぐ予定の者 

③ 部活動（運動・文化）、課外活動（ボランティア等）、資格・検定の取得に熱心に取り組んだ者 
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○スポーツ奨学生入試 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験（実績）、関心、目標、適性（コ

ミュニケーション能力、独創性、積極性等）などを受験生が作成したエントリーシートやインタビュ

ー及び出身高等学校長による調査書を参考にして、面接（口頭プレゼンテーション含む）に基づいて

総合的に選考します。 

 

○一般入試 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、出身高等学校長による調査書、自己 PR作

文および高等学校までに修得した基礎学力を筆記試験に基づいて総合的に選考します。本学の一般入

試の試験科目については「九州情報大学入試要項」をご覧ください。 

 

○大学入学共通テスト利用選抜 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、出身高等学校長による調査書、自己 PR作

文および高等学校までに修得した基礎学力を大学入学共通テストの得点に基づいて総合的に選考しま

す。 

 

○外国人留学生選抜 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験、関心、目標、適性（コミュ

ニケーション能力、独創性、積極性等）などを受験生が作成した日本語作文(総合型選抜の場合は、エ

ントリーシートやインタビューを含む)及び出身学校からの日本語能力等に関する証明書を参考にし

て、面接と日本留学試験(総合型選抜の場合は本学指定の試験)の成績に基づいて総合的に選考します。 

 

○社会人選抜 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験、関心、目標、適性（コミュ

ニケーション能力、独創性、積極性等）などを受験生が作成した志願理由書(総合型選抜の場合は、エ

ントリーシートやインタビュー)を参考にして、面接、小論文に基づいて総合的に選考します。 

 

○編入学選抜 

本学が指定した出願資格を満たしている受験生に対して、学力、経験、関心、目標、適性（コミュ

ニケーション能力、独創性、積極性等）などを(指定校推薦の場合は、出身学校長の推薦書)を参考に

して、面接（口頭プレゼンテーション含む）と小論文（一般のみ）に基づいて総合的に選考します。 

 

Ⅵ 本学が指定する「入学前学習」を指示に従って最後まで履行できること。 

 入学予定者に対しては、大学で学ぶにあたって必要と思われる基礎学力を確認・強化するために、

課題や必要に応じて入学前のスクーリング等を課します。入学予定者は本学の指示に必ず従ってくだ

さい。 

 

○経営情報学科 
ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 
 経営情報学科は、経営・会計を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・技

能を備えたビジネスパーソンを養成することを目指しています。この目標を達成するために経営情報

学科は、大学が定めるディプロマポリシーの基準に達し、併せて次の要件を備えた学生に対して卒業

を認定し、「学士（経営情報学）」の学位を授与します。 

 

Ⅰ 経営学の諸分野、および流通・マーケティング、ベンチャーの諸分野について高度で専門的な知

識・理解および汎用的技能を修得していること。 
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Ⅱ 会計学の諸分野、および簿記について高度で専門的な知識・理解および汎用的技能を修得してい

ること。 

 

Ⅲ ビジネス社会で必要とされる社会・法律・経済の諸分野について高度で専門的な知識・理解およ

び汎用的技能を修得していること。 

 

Ⅳ ビジネス社会で必要とされる情報学の諸分野について汎用的技能および知識・理解を修得してい

ること。 

 

カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 
  経営情報学科は、経営・会計を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・

技能を備えたビジネスパーソンを養成することを目指しています。この目標を達成するために経営

情報学科の教育課程は、大学が定めるカリキュラムポリシーに基づき、以下の方針に沿って教育課

程を編成し実施します。 

 

Ⅰ 経営学の諸分野、および流通・マーケティング、ベンチャーの諸分野について高度で専門的な知

識・理解および汎用的技能を修得させること。   

   経営の概念や理論全般をはじめとして、労務・財務・生産部門の知識と理論、流通や商業およ

びベンチャーや経営戦略に関する知識と理論等について、基礎から応用まで学ぶことができる科

目を年次に応じて設定します。またインターネットを駆使したビジネスのあり方などアップデー

トなテーマを扱った科目も設定します。 

  

Ⅱ 会計学の諸分野、および簿記について高度で専門的な知識・理解および汎用的技能を修得させる

こと。 

会計の概念や理論全般をはじめとして、財務・税務・管理・原価会計部門の知識と理論、経営

分析や監査に関する知識と理論等について、基礎から応用まで学ぶことができる科目を年次に応

じて設定します。また簿記については、より高度な技能を身につけるために少人数クラスを設定

します。とくに学修成果を具体的に示すために、日本商工会議所簿記検定 2 級以上（またはこれ

と同等と認められる外部標準試験）の合格を目標として、そのための対策科目を設定します。 

 

Ⅲ ビジネス社会で必要とされる社会・法律・経済について高度で専門的な知識・理解および汎用的

技能を修得させること。 

  税法、商法、知的所有権などの法律についての科目、国際経済や金融事情を理解するための科目、

ビジネスで用いられる英語を学ぶ科目などを設定します。 

 

Ⅳ ビジネス社会で必要とされる情報学の諸分野の汎用的技能および知識・理解を修得させること。 

情報の基礎的概念や理論をはじめとして、情報技術、プログラミング、データベース、Web デザ

イン、情報セキュリティ、マネージメントゲームなどビジネスに必要な情報関連科目を設定します。 

 

アドミッションポリシー（入学者受入れの方針） 

 経営情報学科は、経営・会計を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・技

能を備えたビジネスパーソンを養成することを目指しています。この目標を達成するために経営情報

学科は、大学が定めるアドミッションポリシーに基づき、以下のような意欲・目標を持った入学者を

求めます。 

 

Ⅰ ビジネス・マネジメント全般にわたって関心がある人 

Ⅱ 情報処理全般にわたって関心がある人 
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Ⅲ 経営・会計分野の検定試験に意欲的に取り組める人 

Ⅳ 学習の目的と将来の進路について意識を持っている人 

 

○情報ネットワーク学科 
ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 
 情報ネットワーク学科は、情報を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・

技能を備えた ITエキスパートを養成することを目指しています。この目標を達成するために情報ネッ

トワーク学科は、大学が定めるディプロマポリシーの基準に達し、併せて次の要件を備えた学生に対

して卒業を認定し、「学士（経営情報学）」の学位を授与します。 

 

Ⅰ 情報理論・技術全般、プログラミング、情報システム、ネットビジネス、情報ネットワークの諸

分野について高度で専門的な知識・理解および汎用的技能を修得していること。 

 

Ⅱ IT社会で必要とされる経営・会計・社会・法律・経済の諸分野について汎用的技能および知識・

理解を修得していること。 

 

カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

 情報ネットワーク学科は、情報を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・

技能を備えた ITエキスパートを養成することを目指しています。この目標を達成するために情報ネッ

トワーク学科は、大学が定めるカリキュラムポリシーに基づき、以下の方針に沿って教育課程を編成

し、実施します。 

 

Ⅰ 情報理論・技術全般、プログラミング、情報システム、ネットビジネス、情報ネットワークの諸

分野について高度で専門的な知識・理解および汎用的技能を修得させること。    

 情報の概念や理論全般をはじめとして、情報技術に関する科目、プログラミングの基礎から応

用までの科目、情報システムの理論および開発や管理に関する科目、Web デザインやアプリケー

ションの構築を学ぶ科目、ネットワークやインターネット技術に関する科目、マネージメントゲ

ームやマルチメディアなど最先端の IT事情に関する科目などを設定します。とくに学修成果を具

体的に示すために、基本情報技術者試験（またはこれと同等と認められる外部標準試験）の合格

を目標として、そのための対策科目を設定します。 

 

Ⅱ IT社会で必要とされる経営・会計・社会・法律・経済の諸分野についての汎用的技能および知識・

理解を修得させること。 

経営・会計分野の基礎的概念や理論をはじめとして、流通・マーケティング、ベンチャー、簿記、

法律などの分野に関して、必要な科目を設定します。 

 

アドミッションポリシー（入学者受入れの方針） 
 情報ネットワーク学科は、情報を中心とする経営情報分野の全般にわたって高度で専門的な知識・

技術を備えた ITエキスパートを養成することを目指しています。この目標を達成するために情報ネッ

トワーク学科は、大学が定めるアドミッションポリシーに基づき、以下のような意欲・目標を持った

入学者を求めます。 

Ⅰ 情報処理全般にわたって関心がある人 

Ⅱ ビジネス・マネジメント全般にわたって関心がある人 

Ⅲ 情報分野の検定試験に意欲的に取り組める人 

Ⅳ 学習の目的と将来の進路について意識を持っている人 
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○大学院経営情報学研究科 

ディプロマポリシー（人材育成目標・学位授与の方針） 
 博士前期課程では、高度情報化時代における企業経営の在り方を追究し、経営・会計・情報の三分

野の専門知識の相互浸透、融合化を達成し、高度な複合的専門職業人並びに研究者を養成することを

目的としている。 

 博士後期課程では、経営学的研究と情報学的研究とのより高度の総合化を意図した先端的・学際的

経営情報学ないし戦略的経営情報学という新しい専門分野を確立し、組織・企業における各分野の横

断的・統合的な管理・運営能力を有するより高度な複合的専門職業人並びに研究者を養成することを

目的としている。 

 

博士前期課程 

Ⅰ 自らの研究分野に則した専門知識を修得し、それに関連した専門知識を備えていること 

 

Ⅱ 研究に必要な情報や環境を客観的な視点から分析・整理する能力を有していること 

 

Ⅲ 研究テーマについて先行研究の調査や独自の視点を備えた論理的な思考力を有していること 

 

Ⅳ 修士論文を執筆する文章表現能力を有していること 

 

博士後期課程 

Ⅰ 先端的・学際的である高度な専門知識を修得し、それに関連した分野でも高度な学識を備えてい

ること 

 

Ⅱ 高度で複合的な分野の事象を横断的・統合的に管理・運営する能力を有していること 

 

Ⅲ 自らの研究結果を対外的に情報発信する能力を有していること 

 

Ⅳ 新しい専門分野を確立する能力を有していること 

 

Ⅴ 研究成果を博士論文としてまとめる高度な文章表現能力を有していること 

 

 

カリキュラムポリシー（教育課程編成・実施の方針） 
 九州情報大学大学院経営情報学研究科の教育理念は、学部教育の基礎の上に、学術の理論及び応用

を教授研究し、その深奥を究めて文化の進展に寄与することであり、経営情報学を構成する経営・会

計・情報の三分野を中心とした教育を行う。 

 この教育理念を基に、博士前期課程では、高度情報化時代における企業経営の在り方を追究し、専

門知識の相互浸透や融合化を達成し、高度な複合的専門職業人並びに研究者を養成することを目的と

している。 

 博士後期課程では、経営学的研究と情報学的研究とのより高度な総合化を意図した先端的・学際的

経営情報学ないし戦略的経営情報学という新しい専門分野を確立し、組織・企業における各分野の横

断的・統合的な管理・運営能力を有するより高度な複合的専門職業人並びに研究者を養成することを

目的としている。 

 

博士前期課程    

Ⅰ 教育課程は、経営学、会計学、税法学、情報学の四部門で編成されている。 

Ⅱ 講義科目は 1・2年次生のどちらも選択可能な科目として配置し、研究及び修士論文の作成の指導
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に関わる演習科目は必修科目としている。修了要件として、講義科目 16 単位以上と演習科目 16 単

位（各学年 8 単位）を取得し、かつ修士論文を提出したうえ、審査及び試験に合格することを課し

ている。 

Ⅲ 研究指導については、修士論文作成に重点を置いている。2 年間の研究スケジュールを整えるこ

とと、論文の質を向上させるために、毎年の中間発表会の参加を義務付けている。また、修了年度

の後半では、指導教員と副指導教員による複数指導体制をとっている。 

Ⅳ 高度な複合的専門職業人を養成するため、経営学、会計学、税法学、情報学の四部門に関連した

資格取得や博士後期課程への進学に向けた支援を行っている。 

Ⅴ 社会人学生の受け入れ態勢として、夜間の開講や、休暇期間の集中開講などを行っている。 

 

博士後期課程 

Ⅰ 教育課程の編成方針として、経営情報学の教育・研究並びに分野間の連携に不可欠な重要科目を

配置している。 

Ⅱ 講義科目は全ての年次において選択可能な科目として配置し、研究並びに博士論文の作成の指導

に関わる演習科目は必修科目としている。修了要件は、講義科目 8単位以上と演習科目 12単位（各

学年 4単位）を取得し、かつ博士論文を提出して審査及び試験に合格することを課している。 

Ⅲ 研究指導については、博士論文作成に重点を置いている。3 年間の研究スケジュールを整えるこ

とと、論文の質を向上させるために、毎年の中間発表会の参加を義務付けている。また、研究内容

の多様化・高度化に対応するために、2 年次後半から指導教員と副指導教員による複数指導体制を

とっており、2年次終了時点で研究状況を記した報告書の提出を義務付けている。 

Ⅳ 社会人学生の受け入れ態勢として、夜間の開講や、休暇期間の集中開講などを行っている。 

 

 

アドミッションポリシー（入学者選抜の方針） 
 経営情報学研究科の教育理念である「学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて文化の

進展に寄与すること」を共有し、真摯に研究に取り組み、研究成果を論文にまとめ社会に還元する意

欲をもった人材を受け入れている。 

 

博士前期課程 

Ⅰ 経営・会計・情報の分野の融合型教育研究に適応できる人 

Ⅱ 経営情報学分野に対する明確な問題意識を有している人 

Ⅲ 修士論文を作成する能力と意欲を有している人 

 

博士後期課程 

Ⅰ 独自性のある研究テーマを有している人 

Ⅱ 新しい専門分野を確立する能力と意欲を有している人 

Ⅲ 研究成果を社会に還元できる能力と意欲を有している人 

Ⅳ 博士論文を作成する能力と意欲を有している人 
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3．法人沿革 

 

 

 

平成 9 年 12 月 

 

平成 10 年 4 月 

平成 11 年 7 月 

 

平成 11 年 12 月 

平成 13 年 12 月 

 

平成 14 年 3 月 

 

平成 14 年 4 月 

平成 14 年 12 月 

 

平成 15 年 4 月 

平成 15 年 11月 

 

平成 16 年 2 月 

 

平成 16 年 4 月 

平成 16 年 10 月 

 

平成 17 年 3 月 

 

平成 17 年 4 月 

平成 20 年 11 月 

 

平成 26 年 5 月 

平成 26 年 11 月 

 

平成 27 年 1 月 

平成 27 年 4 月 

平成 28 年 4 月 

 

 

学校法人麻生学園寄附行為変更認可並びに九州情報大学 経営情報学部 経営情

報学科 設置認可 

九州情報大学 経営情報学部 経営情報学科 （入学定員 290人）開設 

九州情報大学の期限を付した入学定員（100人）の廃止に伴う収容定員の増加（100

人）に係る学則変更認可 

麻生福岡短期大学廃止認可 

学校法人麻生学園寄附行為変更認可並びに九州情報大学大学院 経営情報学研究

科 経営情報学専攻 修士課程 設置認可 

九州情報大学 経営情報学部 経営情報学科 高等学校教諭一種免許状（情報）課

程認定 

九州情報大学大学院 経営情報学研究科 経営情報学専攻 修士課程 開設 

設置者の名称変更に係る学校法人九州情報大学寄附行為認可並びに九州情報大

学設置者変更認可（学校法人麻生学園→学校法人九州情報大学） 

学校法人九州情報大学 設立 

九州情報大学大学院 経営情報学研究科 経営情報学専攻 博士後期課程 課程変

更認可 

九州情報大学大学院 経営情報学研究科 経営情報学専攻 博士前期課程 教育職員免

許課程認定（高等学校教諭専修免許状（情報）） 

九州情報大学大学院 経営情報学研究科 経営情報学専攻 博士後期課程 開設 

情報ネットワーク学科設置に係る学校法人九州情報大学寄附行為変更届出 

九州情報大学 経営情報学部 情報ネットワーク学科 教育職員免許課程認定（高

等学校教諭一種免許状（情報）） 

九州情報大学 経営情報学部 情報ネットワーク学科（入学定員 145人） 開設 

経営情報学科の入学定員を 290人→145人に変更 

経営情報学部の収容定員の変更（1,200 人→720 人）に係る九州情報大学収容定

員関係学則変更届出 

事務所の所在地の変更に係る学校法人九州情報大学寄附行為変更届出 

設置者の名称変更に係る学校法人九州情報大学寄附行為変更認可（学校法人九

州情報大学→学校法人麻生教育学園） 

九州情報大学東京事務所開設 

学校法人麻生教育学園（学校法人九州情報大学からの名称変更） 

情報ネットワーク学科の収容定員の変更（360 人→200 人）に係る九州情報大学

収容定員関係学則変更届出 
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平成 29 年 4 月 

 

 

平成 30 年 3 月 

 

 

 

平成 30 年 4 月 

平成 30 年 10 月 

平成 31 年 4 月 

令和 2 年 1 月 

経営情報学部 情報ネットワーク学科の入学定員を 90人→50人に変更 

経営情報学科の収容定員の変更（360 人→200 人）に係る九州情報大学収容定員

関係学則変更届出 

経営情報学部 情報ネットワーク学科の教職課程取り下げに係る九州情報大学学

則変更届出 

九州情報大学大学院 経営情報学研究科経営情報学専攻の教職課程取り下げに係

る九州情報大学大学院学則変更届出 

経営情報学部 経営情報学科の入学定員を 90人→50人に変更 

日本語別科設置に係る九州情報大学学則変更届出 

九州情報大学 日本語別科 開設 

私立学校法の改正に伴う学校法人麻生教育学園寄附行為変更認可 
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5．役員の概要                          

（１）役員・評議員                          （令和 2年 4月 1日現在） 

区 分 氏 名 
常勤 

非常勤 
就任年月日 任  期 選任条項 主な現職等 

理事長 麻 生 隆 史 常勤 H10年 4月 1日 H31.4.1～R3.3.31 7-1-1 九州情報大学 学長 

副理事長 麻 生 尚 寛 常勤 H31年 4月 1日 H31.4.1～R3.3.31 7-1-2 法人本部 総務部長 

常務理事 砥 上 五 郎 常勤 H12年 6月 10日 H30.4.1～R3.3.31 7-1-2 法人本部 事務局長 

理 事 
（定数 7） 

 

毛 織 光 澄 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 7-1-2 （宗）照安寺 住職 

林  幹 男 常勤 H18年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 7-1-3 九州情報大学 教授 

福 永 純 三 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 7-1-3 元 九州情報大学 教授 

福 田 敏 雄 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 7-1-3 前 麻生学園小学校 校長 

監 事 
（定数 2） 

林  一 義 非常勤 H28年 3月 24日 H30.4.1～R3.3.31 8-1 愛知大学 常勤監事 

山 本 孝 俊 非常勤 H30年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 8-1 公認会計士 

評議員 
（定数 15） 

 

麻 生 尚 寛 常勤 H28年 10月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-1 法人本部 総務部長 

天 本 昌 史 常勤 H19年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-1 九州情報大学 事務局長 

益 永 麗 子 常勤 H29年 10月 1日 H30.4.1～ R3.3.31 26-1-1 九州情報大学 庶務課主査 

中 尾 孝 幸 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～R3.3.31 26-1-2 ㈱はとや 

江 崎  愛 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 26-1-2 九州情報大学 業務委託職員 

麻 生 隆 史 常勤 H15年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-3 九州情報大学 学長 

福 田 敏 雄 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 26-1-3 前 麻生学園小学校 校長 

福 永 純 三 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 26-1-3 元 九州情報大学 教授 

林  幹 男 常勤 H18年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-3 九州情報大学 教授 

麻 生 維 美 非常勤 H15年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-4 （学）麻生教育学園 学園長 

砥 上 五 郎 常勤 H15年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-4 法人本部 事務局長 

中 山 彰 信 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 26-1-4 （宗）正行寺 住職 

毛 織 光 澄 非常勤 H24年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-4 （宗）照安寺 住職 

岸 川  洋 非常勤 R2年 4月 1日 R2.4.1～ R3.3.31 26-1-4 前 九州情報大学 教授 

金 藤 克 文 非常勤 H24年 4月 1日 H30.4.1～R3.3.31 26-1-4 
徳山総合ビジネス専門学校 

非常勤講師 
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区 分 氏 名 
業務執行 

非業務執行 

責任限定 

契約の状況 
補償契約 

役員賠償責任 

保険契約 

理事長 麻 生 隆 史 業務執行 ― 未契約 未契約 

副理事長 麻 生 尚 寛 業務執行 ― 未契約 未契約 

常務理事 砥 上 五 郎 業務執行 ― 未契約 未契約 

理 事 
（定数 7） 

 

林  幹 男 業務執行 ― 未契約 未契約 

毛 織 光 澄 非業務執行 
令和 2年 4月 1日 

締 結 
未契約 未契約 

福 永 純 三 非業務執行 
令和 2年 4月 1日 

締 結 
未契約 未契約 

福 田 敏 雄 非業務執行 
令和 2年 4月 1日 

締 結 
未契約 未契約 

監 事 
（定数 2） 

林  一 義 非業務執行 
令和 2年 3月 26日 

締 結 
未契約 未契約 

山 本 孝 俊 非業務執行 
令和 2年 3月 26日 

締 結 
未契約 未契約 
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Ⅱ．事業の概要（令和２年度事業計画に対する進捗・達成状況） 

 

１．第 2期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況 

 

［募集活動］：学生募集と定員確保 

目標  

地域の高等学校との綿密な連携の継続と強化によるブランディングの確立 

ホームページによる広報の促進 

大学院における高度専門職業人養成と研究者養成の促進 

既設学部の改組・再編 

 

（1）高大連携事業を柱に据えた学生募集 

 ○高大包括連携協定 

現在、福岡県内の 2 つの高校（太宰府市内と北九州市内の普通高校）と高大連携協定を締結してい

るが、その他の高等学校との連携協定の締結交渉を行う。地域における本学の知名度は未だ低く、高

校訪問を積極的に行ってきたが、その効果は十分に上がっているとは言えない。今後は、従来から実

施している高校訪問も行いつつ、高大連携事業（大学体験プログラムや出張講義等）を活性化させ高

大接続を進めていく。そのためには、本学の魅力をアピールし、本学の特色をブランド化していく必

要がある。経営情報学の魅力を高等学校に知ってもらい、連携協定へと繋げて、高大連携協定校から

本学への志願者を増やしていく。 

  

平成 29年度には、福岡県内の通信制高校、令和元年度には、太宰府市内の専門高校と包括連携

協定を締結することができ、協定締結校は計 4校となったが、令和 2年度は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、例年のように高校訪問を実施することができなかったこともあり、具体的な

交渉まで至らなかった。 

 

（2）Webページを全面リニューアル（スマートフォンにも対応） 

 現在の高校生の多くは、スマートフォンを使用している。しかし、現在本学 Webページはスマート

フォン対応版ではないので、全面改訂を行い、スマートフォンに対応させる。受験生のページには、

在学生や卒業生の声を掲載して、本学の特色を具体的に分かりやすく表現する。 

 

平成 29年度中に全面リニューアルを実施し、平成 30年度からは、全ページをスマートフォンに

対応させた。受験生用ページ「J大のツボ」（在学生や卒業生の声を掲載）に新規コンテンツを追

加するとともに既存のコンテンツの更新も積極的に行っている。 

 

（3）大学院の募集における高度専門職業人養成と研究者養成の促進 

 本学大学院の位置付けを 2 つの路線とし、一つは高度専門職業人の養成として税理士資格取得を

促進するための教育研究内容を充実させる。他方将来研究者養成のための講義・実習内容の充実を進
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める。前者は学部段階での日商簿記 2級以上の合格者ないし、これと同等の能力を有する本学学部生

にできる限り進学を勧め、博士前期 2年間で税法ないし会計分野のより徹底した個別ないし少人数で

指導を行い、税理士科目の合格あるいは、論文による国税庁審査に合格することを目指す。他方将来

内外の各種研究機関ないし、民間部門への就職のために、大学院 5年間（ないしは 2年間）の研究ス

ケジュールをもとに、より高度でかつ最先端の理論と個別ないし、少人数指導を徹底して行う。 

 

平成 29年から令和 2年まで、大学院全体で 35名が入学しており、うち税理士資格取得目的の学

生は、32名が入学している。 

 

（4）既設学部の改組・再編 

1）経営情報学部経営情報学科の収容定員減について（平成 30年度入学者より） 

平成 29年度募集から、情報ネットワーク学科の入学定員を 90人から 50人に削減した。さらに、

定員の適正化に鑑み、平成 30 年度の募集から経営情報学科の入学定員も 90 人から 50 人に削減す

る。 

 

平成 29年度に、平成 30年度から経営情報学科の入学定員を 90人から 50人に削減するため、九

州情報大学収容定員関係学則変更届出を文部科学省高等教育局高等教育企画課大学設置室に提出

した。 

 

2）社会のニーズに適した学部・学科名称のあり方について 

経済産業省が平成 28 年 6 月 10 日に発表した国内 IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結

果によると、国内 IT 人材は現時点で約 17 万人が不足しており、平成 31 年をピークに人材供給は

減少傾向となり、令和 2 年には、情報セキュリティ人材は 20 万人弱、先端 IT 人材は不足数が 4.8

万人に拡大する。令和 12年には、IT人材全体で、推計 59万人程度まで不足数が拡大すると見込ま

れている。それを補うためには、より多様な人材（女性、シニア、外国人）の活躍促進や先端 IT

人材、情報セキュリティ人材、IT 起業家などの重点的な育成強化などに取り組むべきとしている。

また、今後大幅に不足が拡大するのは、「ビッグデータ」、「IoT」、「人工知能（AI）」、「ロボット」

に関する人材である。 

 このような背景を考慮すれば、情報大学を標榜している本学は、今後 IT 人材の育成に力をいれ

ることは使命である。特に不足が予測される分野を意識して、社会や受験生に分かりやすい学部・

学科名称に変更することを検討する。 

 

平成 30年度入試において、情報ネットワーク学科の志願者が増加したこともあり、学科名称変

更を検討する前に令和元年度からのカリキュラム改正に合わせて、「データサイエンスコース」を

設置することとした。 

  

3）新たな高等教育機関等への改組転換の検討について 

本学は、地元の福岡県中小企業家同友会と連携して、会員の経営者による講演をもとに学生同士

にディスカッションをさせるなど、より実践的な職業教育に力を入れている。専門職大学（仮称）
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が養成する人材像は、本学の養成する人材とも合致している部分があり、さらに成長分野である IT

人材の不足の面からも、専門職大学等への改組転換について積極的に検討する。 

 

平成 30年度に他機関の申請及び設置認可状況を踏まえて検討を行った結果、認可されるには、

教育の質の保証、教員の業績、臨地実習、地域連携協議会及び展開科目の考え方等をクリアするこ

とが重要であるという結論に至り、令和元年度には、学内で検討の結果、学長の判断で現時点では

改組転換を行わないこととした。 

 

（5）その他 

1）部活動と学生募集への支援 

本学には、相撲部、陸上競技部及び吹奏楽部の 3つの強化部がある。現在の経営状況では、本学

独自の奨学金制度を拡大して、学生募集を行うことは難しいが、一定数は確保できるよう今後も奨

学金制度を維持し、学生募集の支援を行っていく。また、強化部の活動を援助するために、全国大

会等に出場する際の旅費についても大学として一定の補助を行うこととしている。 

 

スポーツ・吹奏楽奨学生として、奨学金を給付しており、毎年、10～20 名程度の入学者を獲得

している。令和 3度入試においても 17名の入学者を獲得した。旅費についても一部補助を実施し

ているが、令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で全国大会の中止が相次いだため例年

より補助額は少なかった。 

 

2）外国人留学生募集対策の促進 

18歳人口の減少により、本学のような、地方にある単科大学にとっては、今後、日本人学生を安

定的に獲得することは大変厳しい状況である。その点では、外国人留学生を獲得することは、定員

確保のための重要な方策であり、前述したとおり、国内 IT 人材の不足数を補うためにも積極的に

受け入れていきたい。現在は、主に地元の日本語学校経由で外国人留学生を受け入れているが、恒

常的に安定して受け入れるためには、日本語別科等の設置を検討することとしている。 

 

平成 29年度から検討を開始し、平成 30年度には、学長の諮問機関として、留学生検討プロジェ

クトの設置が承認され、留学生別科設置について具体的な検討を行い、名称を「九州情報大学日本

語別科(入学定員 20 名)」とし、平成 31 年 4 月に開設することとして、10 月に学則変更届を文部

科学省へ提出した。令和元年度は、準備期間が短かったこともあり、入学者は少なかったが、令和

2年度は 19名が入学している。 

 

3）適正な奨学金給付と学生生徒等納付金の設定 

 平成 28 年度までは、積極的に奨学金を給付して学生募集を行っていたが、奨学費比率が高く、

経営面を圧迫していた。そこで、学生募集上の影響があることは予想できていたが、平成 29 年度

から奨学金の給付額を抑制した。しかし、結果は、吹奏楽及びスポーツ奨学生入試と外国人留学生

入試による入学者は減少したが、その他の入試区分による入学者は、ほとんど減少しなかった。こ

のような状況から、吹奏楽及びスポーツ奨学生入試と外国人留学生入試の奨学金については、若干
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検討する必要があると思われるが、その他の入試における奨学金給付額は、概ね適正であったと判

断している。 

 学生生徒等納付金は、収容定員数と奨学金の関係で考えれば、若干高くしたいところではあるが、

現在の金額は、近郊の競合他大学より若干低く設定しており、学生募集上説明しやすく、高等学校

の反応も良い。 

 このような状況から、今後、奨学金は、受験生の経済状況等を総合的に判断して、できる限り抑

制し、学生生徒等納付金は、他大学の動向を注視しながら設定する。 

 

奨学金については、平成 29年度から、毎年抑制しているが、全体としての奨学費比率は依然と

して高いため、令和 2年度から導入された高等教育の修学支援新制度への申し込み状況等も考慮

しながら、令和 3年度入試においても引き続き抑制に努める。 

学費については、平成 30年度に同一系統学部の大学の授業料を調査したところ、ここ数年で値

上げしていることが判明したため、本学も授業料を令和元年度 1年次入学者から学年進行で値上げ

した。（525,000円→600,000円）また、平成 17年度から据え置いていた大学院の授業料も令和元

年度 1年次入学者より学年進行で値上げした。（535,800円→600,000円） 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

（2）及び（4）については既に達成している。その他の計画も以上の状況から、目標達成に向けて概

ね良好に進んでいる。 

 

［教育活動］：教育の質の向上と授業の改善 

目標 

本学に適正な収容定員と教育課程の再編 

３つのポリシーの策定・公表 

厳格な成績評価と単位認定 

入学前教育の充実 

キャリア教育の充実 

FD・SD活動の推進 

学長裁量経費による教育改革事業の促進 

大学院による税理士試験の一部免除に係る指導体制の充実 

博多駅前サテライトキャンパスの学部生活用 

 

（1）収容定員（4年後 学部 400人）に合わせた教育課程の再編 

1）情報ネットワーク学科の高一種（情報）免許取り下げの検討について 

現在、経営情報学科及び情報ネットワーク学科に高等学校「情報」の課程認定を有しているが、

過去 5 年の履修者は、経営情報学科が 43 人（年平均 8.6 人）、情報ネットワーク学科が 13人（年

平均 2.6人）となっており、特に情報ネットワーク学科が少ない。これは、学科の在籍数に比例す

るところもあるが、実際は、履修者の大半が強化部所属の学生であり、経営情報学科に所属してい

るからである。 

また、教科に関する科目の 1/2以上はそれぞれの学科で単独開講する必要があるため、履修者が
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1人でも開講することとなり、専任教員の負担になっている。専任教員でカバーできない科目は非

常勤講師を採用することとなるので、経費の負担にもなる。 

学生募集上は、情報ネットワーク学科に教職課程を残したいが、これらのことを総合的に判断し

て、平成 30 年度入学者から、情報ネットワーク学科の課程認定を取り下げることについて検討す

る。 

 

平成 29年度に検討を行った結果、平成 29年度末に課程認定の取り下げを行うことを決定し、文

部科学省への届出を行った。 

 

2）教職再課程認定申請（平成 30年 3月末） 

教職免許法改正に伴い、課程認定を有する大学は、全大学申請する必要があるが、上述のとおり、

情報ネットワーク学科が課程認定を取り下げる場合は、再課程認定申請は、経営情報学科のみ行う。 

 

上記のとおり、平成 29 年度末に情報ネットワーク学科の課程認定は取り下げたので、再課程認

定申請は、経営情報学科のみ行った。 

 

3）大学の規模に適合した教育課程のあり方について（平成 30年度入学者より） 

平成 30年から経営情報学科の入学定員を 90人から 50人に削減すると、両学科の入学定員は合わ

せて 100人、完成年次の収容定員は 400人となり、平成 28年度（720人）と比較すると 320人少な

くなる。そこで、教育課程も削減後の収容定員に合わせて、教育の質を落とすことなく、スリム化

し、平成 30年度入学者から適用できるよう検討する。 

 

平成 29 年度第 1 回の教授会の議を経て「カリキュラム検討プロジェクト」を設置し、教育課程

の再編を検討したが、改正するまでには至らなかった。平成 30 年度に再度カリキュラム検討プロ

ジェクトを設置し、平成 31 年度から、従来よりも科目数を削減し、かつ教育の質を担保すること

を意図する新しい教育課程を導入した。 

 

（2）三つのポリシーの策定・公表（平成 29年度） 

平成 25年度に三つのポリシーを策定。平成 29年度からの三つのポリシー策定・公表の義務化に伴

い、平成 28 年度第 7 回教授会で学長提案により設置された「三つのポリシー検証作業部会」におい

て現ポリシーの検証を行った。平成 28 年度第 9 回教授会で学長提案により設置された「三つのポリ

シー改訂作業部会」において、「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマポリシー）、「教育課程編成・

実施の方針」（カリキュラムポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッションポリシー）の策

定及び運用に関するガイドラインに基づき、改訂案を作成し、平成 28年度第 11回の教授会で審議後

学長が決定している。 

 

平成 29年 4月 1日に本学 Webページに公表するとともに平成 29年度の学生便覧、平成 30年度

の入試要項にも公表した。 
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 （3）厳格な成績評価と単位認定（GPAを学修成果の判定に活用する（平成 29年度）） 

GPAを進級指導および退学勧告等に活用することについては、平成 28年度第 11回教授会において

履修規程の改正が審議され、学長が承認した。これにより、改正された履修規程第 8 条に基づいて

GPAを用いた進級指導および退学勧告等を平成 29年度に実施する。 

 

平成 29 年度入学生から導入したが、1 年目は内容の周知に努めた。平成 30 年度から平成 29 年

度の成績に基づき、教務部長、学生部長による面談を実施し、進級指導や退学勧告を行っている。 

 

（4）教育方法の改善（シラバスの形式変更（平成 29年度）） 

ディプロマポリシー及びカリキュラムポリシーとシラバスの関連性を明確にするために、「授業を

通して修得できる力」、「アクティブラーニング」、「ポートフォリオを活用した学習の確認」などの項

目を新たに設定する。 

 

平成 29年度から形式を変更した。 

 

（5）入学前教育 

新入生合宿 1泊 2日（平成 29年度は 4月 3日、4日）国立夜須高原青少年自然の家 

     ＊学生委員会の合宿部会教員で担当 

     目的：大学生活を円滑にスタートさせ意義あるものにするためのはじめの一歩。      

        ・班の仲間と協力して活動する ～協力・つなげる 

        ・仲間・友達をつくる。 先輩や先生たちと語り合う ～親睦・交流 

     

令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策のため実施を見合わせた。その後、緊

急事態宣言が発令され、遠隔方式で授業を開始したため、１年生の中には、友人ができずに寂しい

という意見もあったので、5 月 27 日のコミュニケーションと自己発見Ⅰ（必修科目）は、感染対

策を行い、対面方式で実施し、学生間での親睦を深める内容を実施した。 

 

（6）キャリア教育 

次のようなキャリア関連科目を設定している。まず 2年次の科目として、社会人になるための基礎

的素養を身につけ、就職試験に必要な基礎学力を確認・強化するための科目「キャリアデザイン入門

Ⅰ」（前期、必修）・「キャリアデザイン入門Ⅱ」（後期、選択）を設定している。3年次の科目として、

経営者の講演を聞いてそれを元に学生同士でディスカッションを行うというまさにアクティブラー

ニングを主体とする科目「キャリアデザインⅠ」（前期、選択）、履歴書やエントリーシートの作成の

仕方及び面接の受け方など就職活動のノウハウを学ぶ「キャリアデザインⅡ」（後期、選択）を設定

している。なおキャリア教育については、初年次の必修科目「コミュニケーションと自己発見Ⅰ・Ⅱ」

において、社会人として身につけるべきマナーなどについて授業を行い、将来の進路に必要な意識の

啓発に努めている。 
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キャリア意識の醸成の場として、毎年キャリア教育科目（選択科目）の履修を促している。オリ

エンテーション等でも必要性を更にアピールし、履修者増加を目指している。 

     

（7）FD・SD活動の推進（平成 29年度より SDの義務化を含む） 

平成 28年度 FD・SD研修 

授業公開（前期：6月 27日～7月 8日・後期：12月 5日～12月 16日） 

他の教員の授業を見学して、報告書を FD委員長あてに提出し教授会で報告 

授業アンケートを前後期各 1回実施する。 

各教員がアンケート結果に対して授業改善報告書を提出する。 

学内教職員共有フォルダに授業改善報告書を掲載し授業改善に活用する。 

FD、SD合同研修会（平成 29年 2月 2日） 

私立大学等の振興に関する動向について（学長による講演） 

 

上記の FD活動・SD活動をより充実した内容になるように PDCAサイクルで検証する。 

 

毎年、FD委員会、SD委員会で、PDCAサイクルに基づき企画立案し実施しており、令和 2年度実

績は次のとおりである。 

FD活動 

「九州情報大学 FD ポリシー」とそれに基づいた能力養成・強化を目的として、以下の活動を実

施した。 

  ①令和元年度学生実態調査報告書作成 

②授業改善アンケートの実施と分析（前後期各 1回） 

各教員がアンケート結果に対して、授業改善報告書を提出した。授業改善に活用するため、

学内教職員共有フォルダに授業改善報告書掲載した。 

③FD研修会（9月 9日） 

・Zoomの授業への適応結果とその課題 自身の取り組みを踏まえて（講演） 

・Google Classroomの使用法とその可能性について（講演） 

④授業公開を実施（12月 15日～１月 8日）＊Zoom授業 

   他の教員の授業を見学して、報告書を FD委員長あてに提出した。 

⑤新任教員研修 

 前職が大学教員であったため、学科単位で実施した。 

SD活動 

 「教職員人材育成の目標・方針と教職員に求める能力について」を定めて SD 活動を実施するこ

ととしたが、新型コロナウイルス感染症の影響で、密となる状況を避けるため、以下の活動のみ

実施した。 

①Zoomの活用について 

在宅勤務を想定して、全教職員が Zoom を使って業務ができるようになることを目的に実習形式

で実施した。 
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（8）学長裁量経費による教育改革事業の促進 

平成 25 年度から学部の『教育改革を目的とした事業』について、その事業内容を精査して、重点

教育研究費（学長裁量経費）予算の範囲で財政的な支援を行う。なお、平成 28 年度は「簿記教育指

導方法の改善プロジェクト」、「ERP学修による情報経営学の修得」の 2件について行った。 

 

毎年、実施しており、令和 2年度も 3つの教育改革事業に対して、学長裁量経費による支援を行

った。 

①「検定試験「合格」に向けた全学的な取り組み推進のための学修支援体制の構築」 

②「大学院税法関係図書の充実」 

③「アクティブラーニングを活用したマーケティング実践活動による九州情報大学学生の社会人

力養成事業」 

 

（9）大学院による税理士試験の一部免除に係る指導体制の充実 

平成 27 年より大学院の税法分野について、2 名の教授指導体制を整え、講義、演習、特別演習を

通して、研究内容を充実させた。修士論文作成によって税法分野で試験科目について、国税庁提出、

審査会から認定を受けた場合は税理士試験の一部科目が免除される。他方、経営・会計分野について

も 3名の教授体制で、同様の研究指導を行っており、会計科目分野での科目免除を企図している。な

お、経営・会計分野においては、さらに博士後期課程への進学・修了によって公認会計士試験科目一

部免除を企図する体制も整えている。 

 

税理士試験一部免除を目的とした入学者は、平成 29年度は 10名、平成 30年度は 7名、令和元

年度は 6名、令和 2年度は 9名となっており、修了者も平成 29年度は 8名、平成 30年度は 10名、

令和元年度は 8名、令和 2年度は 5名となっている。以上のことから税理士試験の一部免除のため

のプログラムは適切に運用されている。 

 

(10)博多駅前サテライトキャンパスの学部生活用 

現在、大学院の夜間のみ開講している博多駅前サテライトキャンパスを学部教育でも活用できるよ

うに検討する。 

 

平成 30年度に検討し、学部生の活用の前に、大学院生のゼミ室や学生研究室の利便性の面を考

慮して、令和元年度から、必要に応じて、学校法人麻生学園所有の博多駅東キャンパスを借用して

両キャンパスで授業を実施することとした。図書や備品は両キャンパスに配置した。学部生の活用

については引き続き検討する。 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

 （1）、（2）、（3）及び（4）については既に達成している。その他の計画も以上の状況から、目標達

成に向けて概ね良好に進んでいる。 
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［研究活動］：研究力の強化と外部資金の獲得 

目標 

外部資金の獲得により教員の研究力向上と強化を目指す 

 

（1）科学研究費補助金申請義務（満 65歳未満の全教員に義務化） 

研究内容よっては、科研費以外の研究助成応募でも可とする場合もある（学長裁量）。全く申請し

ない教員は、次年度学内研究費を削減することもある。 

 

毎年義務付けており、令和 2 年度の科研費は 5 件（継続 2・新規 2（研究代表者）、継続 1（研

究分担者））となり、4,940,000円（うち、直接経費 3,800,000円・間接経費 1,140,000円）の受

入れを行った。令和 3年度分については、令和 2年 11月に 9人（対象者 13人）から、研究計画調

書が提出され申請を行っている。 

 

（2）民間資金導入促進 

現在、民間大手企業や学界団体が設置している各種の研究支援のための助成基金が多数ある。これ

らについて本学教員が積極的に応募し、採択されるよう、各自の研究体制を日ごろから積み上げてい

くことを促していく。そのために所属学会での発表・学会誌への投稿を今後一層拡大していく。 

 

民間資金については、公募案内があれば学術・教育研究所長経由で応募を促し、令和元年度は 7

件、令和 2年度は 2件応募をしている。 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

以上の状況から、目標達成に向けて概ね良好に進んでいる。 

 

［学生支援］：学生の支援と学生満足度 

目標 

学修ポートフォリオの導入 

学生相談窓口の充実 

学生実態調査の実施 

教育環境整備 

 

（1）学修ポートフォリオの導入と活用（平成 28年度） 

学生の自己啓発を促すための学修支援・授業支援として、平成 28 年 4 月から学修ポートフォリオ

（「KIISポートフォリオ」）が導入された。ポートフォリオは全体で 23の書式からなり、本学教職員

および学生が閲覧可能なネットワーク上の共有ファイルにすべて収められている。特に学修の PDCA

に関わる 6つの書式については、すべての学生に作成および提出させることとしており、担任教員は

それに基づいて、学修支援や生活指導を行っている。 
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平成 28年度導入以降、具体的な成果が上がっていないことから、令和元年に、学修ポートフォ

リオの実施のあり方について、学修ルーブリックも含めて、教務委員会（10 月 3 日）において検

討がなされた。これらを学修支援・学修成果の把握の手段として積極的に活用していくためには、

電子化が必要であるという意見が出され、令和 2年度から、従来の学修ポートフォリオにルーブリ

ック的要素を加味した新しい「KIIS学修ポートフォリオ＆ルーブリック」書式が導入された。 

 

（2）学生相談窓口の充実（中途退学者防止のための支援） 

平成 29 年度から臨床心理士を専門とする教員（副学長）を置くことにより、いままでの学生部長

が行ってきた相談窓口を 2人体制に拡充する。常に学生の悩みに臨機応変に対応することで、結果と

して退学者を減ずることへつなげていく。この体制の円滑な運営については、早急に関係者間で検討

して実行していくこととする。 

 

令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、学生生活相談室の活用は皆無であった。

しかし、全研究室から直接各学生へ電話ができる環境となり、電話を含む相談件数は学生部におい

て 94件であった。各担任の先生からの指導を含めるとかなりの件数である。 

 

（3）学生実態調査の実施 

毎年、後期のオリエンテーション時に 1 年生と 3年生を対象とした学生実態調査を実施し、授業、

大学教育への評価について、学生の満足度を調査する。 

 

FD委員会が中心となり、毎年実施しており、報告書を本学 HPにも掲載している。 

 

（4）教育環境整備 

1）多目的グランドの今後の利用計画について 

平成 28年度に太宰府キャンパスの北側に多目的グランドが完成した。まずは、保健体育系の

授業に活用する。さらに陸上競技部のためのランニングコースを作る予定で検討しており、そ

のコースは市民も利用できるように対応したいと考えている。面積が 334,704.46 ㎡あるので、

今後は学生募集に繋がる新たな部活動を設置し、その専用グランドとして整備する方向で検討

する。 

 

平成 29年度から検討を重ねた結果、情報ネットワーク学科による無人飛行機（ドローン）の制

御をするための練習場としての活用を検討したが、航空法における高さ制限のこともあり、活用は

難しいことが分かった。また、令和元年 11 月に開催された理事会において、多目的グランドの利

用計画として、“ゴルフ練習場”、“ソフトボール場”を作ることが策定・承認されたので、体育

の授業や部活などで学生が使用するだけでなく、公開講座・市民開放など地域にも貢献できるよう

に活用することとしていたが、令和 2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、授業は

もとより施設を使用しての活動は控えた。 
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2）校舎施設の整備について 

施設については、前身の短期大学時代から 28年が経過しており、校舎のあちらこちらに不具合

（天井が下がったり、シミがあるなど）が出て来ている。これまで、部分的に補修していた屋上

防水工事については、年度ごとに区画整備計画をたて実行することとしたい。 

建物では、屋内においても、床材が剥がれかかっているカフェテリアや多目的ホールのタイル

など、補修が必要なところには早急に対応する。大部分の学生が過ごしている 2号館の、1階の男

子・女子トイレが、短期大学時代に増築された建物部分のため、いまだに和式便器がほとんどと

なっていることからトイレ改修も行いたい。 

また、同様に経年により故障が出て来ている空調設備については、定期的に部品交換などメン

テナンスが必要な GHP（ガスヒートポンプ式）から、省エネとなる EHP（電気エアコン）への更新

を検討したい。 

 

平成 30年 7月の豪雨災害（後に激甚災害指定）により、補修工事（補助金交付）を行った多目

的ホールの補修が不完全だったのか、令和 2年 1月の大雨から雨漏りし始め、施工業者補償での補

修工事を行っていたが、令和 2年 7月の豪雨（後に激甚災害指定）により、図書館、情報処理室、

サーバー室、258教室等に雨漏り被害を受け、補修工事（補助金申請）を行った。 

 また、空調設備についても 7月の落雷が原因と考えられる故障が相次ぎ、教室や研究室、ゼミ室、

図書館など 22室の空調機を更新したほか、4階の研究室 6室については、GHP（ガスヒートポンプ

方式）空調が故障したため、リース契約による空調機器の更新を行った。 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

以上の状況から、目標達成に向けて概ね良好に進んでいる。 

 

［社会貢献］：大学資源の活用と社会貢献 

目標 

知的資源の充実と活用 

物的資源の充実 

社会貢献の継続と充実 

太宰府キャンパスネットワークでの地域連携 

 

（知的資源） 

（1）生涯学習機会の提供 

生涯学習センター主催の市民向け「公開講座」では、パソコン講座、語学講座、経営セミナーなど、

本学の知的資源の、地域・社会への還元を図っている。 

とりわけ、その中心である「パソコン講座」では、本学の特性を生かし、講師および受講者への個

別サポートを 10 年以上にわたり本学学生が務めている。講師担当学生は自らテキストを作成し、そ

れに基づいて講座を運営している。サポーターは受講者ひとりひとりの習熟度に合わせた学習支援を

行っている。こうした学生によるパソコン講座は受講者にもきめ細やかなサポートとして好評を博し

ている。 
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令和 2 年度は 9 月、11 月に公開講座として、『はじめてのパソコン』と『ワードとエクセルで

年賀状を作ろう』を計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。 

 

（物的資源） 

（2）附属図書館の開放と学生駐車場の貸し出し 

附属図書館・・・平日 9：00～17：00（一般の方も館内の閲覧、複写可） 

学生駐車場・・・太宰府市（アスレチック公園使用者）と太宰府天満宮（正月）へ貸し出し 

 

継続して実施しており、図書館は、延べ 84 名の一般の方が利用されたが、新型コロナウイルス

感染症の影響で開館日が減少したこともあり、例年に比べて少なかった。学生駐車場は、例年どお

り、隣接のアスレチック公園利用者及び年始の太宰府天満宮へ貸出を行った。 

 

（社会貢献） 

（3）地域情報センター及び平田教授による高校不在の離島における地域社会の変容とその課題研究 

平田教授（科研費） 

研究目的（概要） 

本研究は、高校不在の離島地域において、中学生が卒業と同時に島を離れ自立した生活を強いられ

ることにより、島のコミュニティや、家族・本人のライフサイクルに、どのような影響をもたらして

きたのかを、鹿児島県薩摩川内市の甑島の事例を中心に、明らかにしようとするものである。中学卒

業と同時に島を離れることを甑島では「島立ち」と呼んでいる。 

地域情報センターでは設立年度から毎年、鹿児島県薩摩川内市の甑島で学生による地域実践・地域

交流の実践を継続して実施している。毎回 6 人～12 人の学生がこれに参加して地域との交流・親睦

を深めている。（平成 24年及び平成 25年の 2 回は甑島が属する薩摩川内市の事業「こしきアイラン

ドキャンパス」に参加する形で実施し、平成 26 年度は薩摩川内市の当該事業休止に伴い、鹿児島県

離島振興協議会の「アイランドキャンパス」事業に参加する形で実施した。なお、平成 28 年以降の

2年間は地域情報センター独自の事業「甑島プロジェクト」として継続して実施している。） 

甑島でのこれまでの交流実践の内容は以下の通りである。 

本学留学生による韓国語講座の開催および韓国料理の提供（平成 24年度・平成 25 年度）、小学校

での韓国の遊びを通した交流授業（平成 24年は里小学校、平成 25 年度は長浜小学校）、瀬々野浦地

区の運動会への参加（平成 25年度以降）、島の子どもたちと本学相撲部との綱引き・相撲を通しての

交流（平成 26年度は長浜小学校、平成 27年度・平成 28年度は鹿島小学校）、その他島民との交流親

睦（運動会の打ち上げへの参加、鹿島地区子供会・保護者とのバーベキューでの交流） 

甑島は、平成 27 年 3 月に国定公園に指定され、以降全国メディアでも数多く取り上げられ、漸次

訪問者・観光客も増加傾向にあるが、本学はそれに先駆けて、甑島をフィールドとし交流実践を継続

してきた実績を持つ。とりわけ、下甑島・瀬々野浦地区の運動会への参加は、この地域での大学生に

よる交流活動・情報発信の草分けとなっている。 

甑島での交流実践を体験した学生は、学内外での報告会を実施し、甑島での体験で学んだことをフ

ィードバックするとともに、平成 25 年度から学園祭において「甑島フェア」を開催し、甑島の物産

販売に継続して取り組んでいる。これらの活動は、甑島の認知度とその魅力を学内外・地域に広める
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ことに寄与している。 

 

科学研究費による甑島の「島立ち」に関する研究は、平成 30年度までの 3カ年で終了したが、

平成 24年度から開始した甑島をフィールドにした学生たちによる地域交流実践は継続している。

令和 2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、その活動を休止せざるを得なかった。 

 

（4）太宰府キャンパスネットワーク会議での地域連携 

平成 27 年 7 月 29 日（水）太宰府市役所において、太宰府キャンパスネットワーク加盟校（全 7

大学）と太宰府市との間で包括的な連携のもと、文化、教育、学術の分野等で相互に協力し、地域社

会の発展と人材の育成に寄与することを目的に協定を締結した。 

主な活動内容 

合同の公開講座案内を作成し、市民に配布 

キャンパスフェスタの実施（加盟大学合同の学園祭）12月が多い 

政庁まつりや古都の光に学生が運営ボランティアとして参加 

水城小学校のパソコンクラブへ学生を講師として派遣 

 

・合同の公開講座案内は作成し市民に配布したが、本学実施分については、新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中止した。 

・例年実施していたキャンパスフェスタは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のためキャンパス

紹介パネル展に切り替えて実施した。また、学生と市長との意見交換会が Zoomで開催され、「With

コロナの生活について」等をテーマに意見交換を行った。本学からは学生 2名が参加した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のためイベントが中止となった。 

・本学学生が講師・児童のサポートとして参加し、カレンダー作りをした。新型コロナウイルス感

染症の影響などで、例年より、実施回数は減少したが、インターネットの使い方、画像の挿入の

仕方等を楽しく指導することができた。 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

以上の状況から、目標達成に向けて概ね良好に進んでいる。 

 

［就職支援］：就職・進路支援の強化 

目標 

就職支援とキャリア教育の充実 

資格取得支援 

 

（1）就職支援とキャリア教育の充実 

（福岡県中小企業家同友会との連携） 

平成 24年 10月に、「福岡県中小企業家同友会」に正式加入した。当時は大学として初加入であり、

平成 29 年度には包括連携協定を締結予定である。地元中小企業と強力に連携を推進してきたが、更

に今後もその連携を、キャリア教育科目で経営者等が講師を担当し、アクティブラーニング形式の授
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業を実施することで教育効果を高める。今後計画的にインターンシップを促進する。 

（九州北部税理士会との連携） 

九州北部税理士会とも出来る限り早く包括連携協定を締結する方向で検討している。その前段階と

して、平成 28 年 8 月には、北部税理士会の紹介で、2 人の学生が税理士会所属の税理士事務所でイ

ンターンシップを行い、2人とも当該税理士事務所に就職した。こうした実績を毎年さらに積んで行

っていくこととする。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響で同友会運営も Web会議が中心となり、合同企業説明会も Web

開催となるなど、採用活動が大きく変化し、求人数も例年より大幅に減った。対面での合同説明会

は本年度開催が保留となり、令和 3年度以降新型コロナウイルス感染症の終息後に再度検討するこ

ととなった。本年、同友会所属の企業からの求人は、例年以上に応募があり、満足のいく採用がで

きたと評価している。令和 3年度に向けては双方にメリットが有る企画に練り直す必要がある。ま

た、同友会活動の次年度要請を行った際に、本学 4年生未定者がまだ就活を続けていると知り、同

友会から加盟企業に求人を呼びかける連絡をして頂き、期末にも関わらず最終的に 30数社から本

学宛に求人の問い合わせ、求人票の送付を頂いた。就職活動を継続中の対象者に連絡し、7名から

応募があり、調整の結果 5社に履歴書を送付し、決定者が 1名出た。卒業直前までこうした取り組

みを頂けたことは大変ありがたかった。 

「税理士事務所でのインターンシップ」は新型コロナウイルス感染症の影響により開催が危ぶま

れたが、受け入れ先の新型コロナウイルス感染症の対応への理解、協力により 6名が参加し、事務

所、学生ともに好評の中で終了した。来年度は相手先の役員交代があるが、継続していく方向で調

整が進んでいる。 

 

（2）資格取得支援 

シスコシステム社の CCNA取得に対応したカリキュラムの導入を行う。IT対策のための授業科目設

置、簿記検定合格、販売士検定合格、FP 検定合格、基本情報技術者等取得のための特別対策講座を

実施し資格取得教育を強化する。 

授業科目のナンバリングにより、資格取得科目を明確化し学生が目標を定めやすくする。 

 

FPの対策講座は、9 月に実施する予定であったがコロナの影響で受講者が集まらず未実施となっ

た。ITパスポート対策講座は 12名が参加し予定通り実施した。 

 

進捗・達成状況について（令和 2年度） 

以上の状況から、目標達成に向けて概ね良好に進んでいる。 

 

［情報公開］：情報公開の充実 

  本法人は、公共性が高く、社会に質の高い重要な労働力を輩出する私立大学であることを踏まえ、

法人の管理運営並びに教育・研究活動等について私立学校法第 47 条及び私立学校法の一部を改正す

る法律等の法令に基づき情報を積極的に公開し、透明性の確保に努めています。 

  その上で、法人の管理運営並びに教育・研究活動等の公共性・適正性を確保し、透明性を高める観
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点からステークホルダーへの説明責任を果たしています。 

 

（1）情報公表 

1）教育・研究に関する情報公表 

ア 大学の教育研究上の目的 

イ 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

ウ 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

エ 入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

オ 教育研究上の基本組織 

カ 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績 

キ 入学者の数、収容定員、在学学生数、卒業又は修了者数並びに進学者数及び就職       

者数その他進学及び就職等の状況 

ク 授業科目、授業方法及び内容並びに年間の授業計画 

ケ 学修成果に係る評価及び卒業又は修了認定に当たっての基準 

コ 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境 

サ 授業料、入学料等の大学が徴収する費用 

シ 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援 

ス 学生が修得すべき知識及び能力 

 

学校教育法施行規則第 172条の 2に基づき、大学の Webサイトに設置学部・学科ごとの学生数、

教職員数等の学校基本情報をはじめ教育活動等の状況を公表しており、透明性・誠実性を担保して

いる。 

 

2）学校法人に関する情報公表 

ア 財産目録・貸借対照表・収支計算書 

イ 寄附行為 

ウ 監事の監査報告書 

エ 役員等名簿（個人の住所に係る記載の部分を除く） 

オ 役員報酬等規程 

カ 事業報告書 

 

私立学校法第 47条に基づき情報を公表しているが、令和 2年 4月 1日施行の私立学校法の一部

を改正する法律等の法令に基づき新たに寄附行為、役員等名簿（個人の住所に係る記載の部分を除

く）、役員報酬等規程を令和 2年 4月 1日より公表した。 

 

（2）情報公開の工夫等 

1)Web公開に加え、法人本部並びに大学事務局に備え置き、学校法人麻生教育学園財務情報等の公

開に関する規程に基づき、請求があれば閲覧することができる。 

2)公開方法は、インターネットを使った Web 公開をしているが、閲覧者が多岐にわたることを考
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慮し、「大学ポートレート」を活用するほか、学校要覧、入学案内等の媒体も活用する。 

3）公開にあたっては、わかりやすい内容や方法を工夫し説明を加えるなど積極的に情報公開をし

ている。 

 

［経営改善］：財政基盤の安定化と組織ガバナンスの強化 

経営基盤の安定化について 

本学校法人は、教育・研究等における中期的な計画を達成するため、財政状況等を踏まえた適切な

財務運営・管理を行うとともに、学生生徒等納付金・寄付金等の自己収入の安定的な確保、収支バラ

ンスの改善及び人事基本方針に基づく人件費の抑制等を図ることにより、健全な財務の構築と維持を

実現し、経営基盤の安定化を図る。 

 

経営と財務内容の改善等 

（1）外部資金、寄付金その他の自己収入の確保 

外部資金及び寄付金等 

1)経常費補助金に係る本法人への交付内容を調査・分析し、その積極的な確保を図る。 

2)政策経費や教育研究振興資金を活用して教育・研究等への助成を行う。更に科学研究費補助金

等の競争的資金の獲得に繋げる。 

3)寄付金の受入れを考えているが、大学の歴史が浅く、同窓会組織も十分確立されていないため

検討する。 

 

外部資金獲得並びに研究活動の向上を図るために積極的に応募申請を行う。 

寄付金の受入れについては、実施に至っていない。今後は、一般からの寄付金の受入れについて

検討する。 

 

（2）経費の抑制 

1）人件費の削減 

ア 中期計画の最終年度（令和 3 年度）における人件費比率 67.9％を目標とする人件費改革に

取り組むこととし平成 29 年度からの 5 年間において、対平成 28 年度比マイナス 16.6％（退

職金を除く）を目標とする人件費削減を行う。 

イ 平成 29年度入学生より情報ネットワーク学科の入学定員、平成 30 年度入学生より経営情報

学科入学定員をそれぞれ 90人から 50人に変更し、収容定員を完成年度（令和 3年度）に 400

人とすることに伴い教職員定数の適正配置により、令和 3年度に専任教員を 23 人とし人件費

の削減を図る。また、平成 30 年度より教育課程の一部変更に伴う非常勤講師の人件費の抑制

を行う。 

ウ 平成 24 年度より独自の給与表を作成し給与の見直しを行い、賞与についても国家公務員に

比して約 1ヶ月分の減額を行っている。さらに業務のアウトソーシング等を導入することによ

り人件費削減を行う。 

エ 基本金組入前収支差額が黒字になるまで、常勤役員の役員報酬等について減額を行う。 
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2）人件費以外の経費の削減 

現在、本学校法人の財政基盤の確保を図る上で、奨学金給付の抑制が急務であり学生生徒等納付

金に対する奨学金の奨学費比率を平成 30 年度入学生より 5％とし、学年進行で令和 3 年度には大

学全体で 5％に抑制する。 

また、経費削減を積極的に行うため、管理的経費に関する契約方法等の見直しや光熱水費の節

減に取り組むことにより、経費削減を実施し平成 29年度は、対平成 28 年度比 7％の削減を行う。 

 

人件費の削減においては、人件費比率が平成 29年度 82.2％、平成 30年度 73.2％、令和元年度

68.0％、令和 2年度 53.2％となっており、令和 2年度では対平成 28年度比でマイナス 9.0％とな

り人件費は削減されている。また、常勤役員の役員報酬等についても引き続き減額を行っている。 

人件費以外の経費の削減では、奨学費比率は令和 2 年度入学生では 22.6％となり大学全体で

22.4％となっている。また、管理経費は積極的に削減を行い対平成 28 年度比では 9.0％の減額を

行った。 

 

（3）財務基盤の安定化 

財務基盤の安定化のため、学生生徒等納付金について開学時（平成 10 年度）をベースに設定する

ことを検討し、中期計画の完成年度（令和 3年度）における、基本金組入前収支差額の黒字化を目標

とし、財務基盤の安定化に取り組む。 

 

令和元年度入学生より学年進行で授業料の値上げを行い、学生生徒等納付金収入の増加を図っ

た。 

 

（4）資金の運用管理 

本法人の余裕資金を「学校法人麻生教育学園資金運用規程」により効率的かつ安全確実に運用する

ことを検討する。 

また、クライシスマネジメントの観点から「九州情報大学博多駅前サテライトキャンパス」並びに

「九州情報大学セミナーハウス（熊本県 阿蘇）」等の資産の処分を視野に入れ検討することとして

いる。 

 

資金の運用については、行っていない。また資産の処分については、具体的に行っていない。 

 

（5）予算の編成 

中期計画における収支見通しなどを踏まえつつ、各事業に優先順位を付け個別事業を予算化する。

特に施設や大型設備の整備にあたっては、学校法人全体の財政に大きな影響を与えるため、優先度を

十分検討し整備を行う。また、期間中の予算執行においては一層の効率化と予算執行の管理を行う。 

 

予算の編成は、事業計画に基づき適切に行っている。 
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（6）短期借入金・長期借入金について 

現時点において借入金はない。 

 

組織ガバナンスの強化等について 

組織運営 

（1）管理運営組織の在り方 

学校法人内部のコンセンサスの形成に留意しつつ、学校法人の意思決定を適切に行うため、各種

会議の効率的な運営に努めるとともに、法人と大学との意思疎通を充分に図り、透明性の高い運営

を行う。 

 

学校法人内部のコンセンサスの形成に留意しつつ、学校法人の意思決定を適切に行うため、各種

会議の効率的な運営に努めるとともに、法人と大学との意思疎通を充分に図り、透明性の高い運営

を行うよう努力している。 

 

（2）収容定員の変更 

平成 28年度の入学者数について検証した結果、平成 29年度入学生より経営情報学部情報ネット

ワーク学科の入学定員を 90 人から 50 人に減ずることとした。また、平成 29 年度の入学予定者数

を検証した上で、経営情報学部経営情報学科の入学定員についても、平成 30 年度入学生より、入

学定員を 90人から 50人に減ずることとする。このことにより、令和 3 年度には、本学の収容定員

は 400人となる。 

 

計画通りの収容定員となっている。 

 

（3）人事と業務の推進 

ア 雇用形態の多様化とアウトソーシングを図るとともに事務の効率化と人件費の抑制に努め

る。 

イ 職場環境を整備し、男女共同参画を推進する。 

ウ 業務のシステム化（PDCAサイクル）による検証とシステム化を図る。 

 

第 2期中期計画並びに令和 2年度事業計画に沿って実行した。 

 

自己点検･評価及び当該状況に係る情報の提供について 

（1）評価の充実 

1）自己点検評価、外部評価等の評価結果を教育研究や業務改善等に活用する。 

2）大学において、平成 29年度に認証評価を受審し、評価結果を教育研究の質の向上及び業務改善

等に活用する。 

（2）情報公開や情報発信等の推進 

公共性を有する学校法人として、管理運営、教育研究活動、社会貢献活動、財務内容等の情報公

開を推進するとともに、Webページを充実させることにより、学校法人及び大学の活動状況等を積
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極的に情報発信する。 

 

その他事業運営について 

（1）施設･設備の整備･活用等 

施設マネージメントとキャンパス環境の整備 

学校法人の経営戦略との整合性を図りつつ、個性と魅力あふれるキャンパスと学習環境の整備を

目指す。 

 

理事会等において以前より九州情報大学多目的グランドの活用について協議を行っていたが、令

和元年 11月 22日開催の評議員会および理事会において活用計画が承認決議されたため、ゴルフ練

習場、野球場、ソフトボール場を作る工事を行い令和 2年 3月末までに竣工する予定であったが、

新型コロナウイルス感染症拡大等に伴い工事に遅れが出たため、令和 2年 4月末に竣工した。今後、

学生の授業に活用し、更に開かれた大学として地域住民への開放も積極的に行う。 

 

（2）安全管理 

1）安全衛生管理 

ア 労働安全衛生法等を踏まえ、教職員及び学生等に対する安全衛生の管理体制を充実させるた

め、必要な設備機器を整備するなど安全管理を推進する。 

イ 教職員及び学生等のメンタルヘルスを含む包括的な健康支援を推進する。 

2）安全確保          

防災及び災害時の危機管理体制を整備するとともに、定期的な防災訓練などを実施して教職員及

び学生等の安全確保を図る。 

  

第 2期中期計画に沿って実行している。 

 

（3）法令遵守等          

1）公正な職務遂行を確保するため、構成員の法令遵守及び情報セキュリティへの意識向上を図る

よう研修等を通じて啓発する。 

2）規程等運用実態を検証し、必要に応じて改善する。 

3）業務の妥当性、効率性を確保するため、業務処理体制の検証を行うとともに、内部監査機能等

の充実を図る。 

 

第 2期中期計画並びに令和 2年度事業計画に沿って実行している。 
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２．主な事業内容    

[九州情報大学] 

（1）募集活動 

1）高大連携事業を柱に据えた学生募集の実施 

・現在の連携協定校は普通高校のみだが、専門高校と本学の教育研究分野における連携も視野に

入れて、新たな高校と連携協定の締結交渉を行う。 

・高大連携協定校とは、出張講義や大学体験プログラムを通じて、経営情報学の魅力を生徒に直

接伝えていく。 

 

◆ 新型コロナウイルス感染症の影響により、例年のように高校訪問を実施することができなか

ったこともあり、具体的な交渉まで至らなかった。また、出張講義についても、3 校の実施に留

まった。 

 

2）Webによる広報と出願システムの導入 

 ・令和 2 年度は、本学ホームページの受験生用ページ「J 大のツボ」を充実させ、本学の特色を

具体的に分かりやすく表現することで、社会のニーズ（IT人材不足、データサイエンス等）に対

応できる大学であることをアピールする。 

・オープンキャンパスの告知のため、Web 広告も継続し、知名度アップとオープンキャンパス参

加者の増加を目指す。 

・Webによる出願システムを導入し、志願者の負担を軽減し、出願しやすくする。 

 

◆ 新型コロナウイルス感染症の影響により、遠隔授業が多くなり、在学生への具体的な取り組

みを紹介することが難しかったこともあり、新規が 2 本更新は 1 本に留まった。Web 広告につい

てもオープンキャンパスが計画どおり実施できなかったこともあり、継続できなかった。 

令和 3 年度入試から一部入試に Web 出願システムを導入し、従来のペーパー方式と併用したが、

約 47％が Web出願システムを利用して出願した。特に大学共通テスト利用入試と 3月入試は利用

率が高かった。 

 

3）日本語別科生の本学への受験誘導 

・開設 2 年目となり、入学定員を確保することができたので、日本語能力試験 N2 相当の能力が

身に付くよう教育し、本学の受験へ繋げる。 

 

◆ 新型コロナウイルス感染症の影響により、学生が 12 月まで入国できず、それまで授業は遠

隔方式で実施したが、N2相当の日本語力が身についた学生は少なかった。そのため本学を受験し

た学生も 3名に留まり、合格者、入学者も 1名であった 

 

（2）教育活動 

1）教育課程の着実な履行 

・令和元年度第 8 回教授会（11 月 7 日）において、18 科目に関する教育課程の改正が承認され

た。これにより令和 2年度は、平成 30年度までの教育課程、令和元年度に導入された教育課程、
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そして上記の新しい教育課程、という 3つの教育課程が併存することになる。本年度は、これら

の教育課程を支障なく着実に履行できるように配慮する。 

 

   ◆ 新型コロナウイルス感染症の全国的発生・拡大に伴い、本学では入構禁止措置や遠隔授業へ

の移行などのため実際の授業運営には苦心したが、上記のとおり 3つの教育課程が併存する状況

において、履修登録、科目間の読み替え、3・4年次の旧教育課程科目の授業などについても大き

な支障なく実施することができた。 

 

2）教育課程の評価・点検 

・教育課程が、建学の精神や 3つのポリシーを踏まえているか、体系的に編成されているか、学

生のニーズに応えているか、学生募集対策にとって効果的な内容か、などの観点から評価・点検

を行い、必要に応じて改正を提起する。 

 

 ◆ 令和 2年度の教務委員会では、上記の教育課程に関して評価・点検を継続的に行っていった。

その結果、本学の 3つのポリシー、科目編成の体系性、その他教育上の必要性に照らして、新た

に計 13科目に関する改正を行うことで合意され、同年度第 9回教授会（11月 12日）において了

承された。 

 

3）ナンバリング、カリキュラムマップ、カリキュラムツリーの整備・普及 

・学生が効果的に履修し、学修成果を収めることができるように、ナンバリング、カリキュラム

マップ、カリキュラムツリーの整備・普及を図っていく。 

 

◆ 令和 2年度のシラバスから、各科目の「ナンバリング」を表示することになった。しかしカ

リキュラムマップ、カリキュラムツリーについては、いまのところ準備ができていない。 

 

4）学修ポートフォリオおよび学修ルーブリックの活用方法の検討と実施体制の整備 

 ・学生の自己啓発を促すとともに学修成果の可視化のための方策として、学修ポートフォリオが

教員・学生双方に活用されるように前年度に引き続いて取り組んでいく。さらにルーブリックに

ついても、本学の実情に応じた形態で実施できるようにさらに検討を進めていく。 

 

◆ 令和 2年度に、従来の学修ポートフォリオにルーブリック的要素を加味した新しい「KIIS学

修ポートフォリオ＆ルーブリック」書式が導入された。この新書式には、学習到達度の評価を数

値化（可視化）して表示する欄と、学修成果のフィードバックのための学生と教員のコメント欄

が新たに設けられた（令和 2年度第１回教授会（4月 9日）および第 6回教授会（8月 27日）報

告）。 

 

5）三つのポリシー（AP、CP、DP）の評価・点検 

 ・現在の三つのポリシーが、本学の今後の教育の方向性として適切なものであるか、組織的な検

討を継続して行っていく。 
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 ◆ 各教員に対して、三つのポリシーを踏まえて授業計画を作成するように要請している（令和

2年度第 9回教授会（11月 12日））。これに対して、特に異議等は提起されていない。 

 

6）教育の質の保証とシラバスの評価・点検 

・本学の教育の質を保証するために、各科目のシラバスが、建学の精神や 3つのポリシーを踏ま

えているか、教育課程の体系性を考慮しているか、成績評価の方法・基準などその他の項目が学

生にとって分かりやすく示されているか、などの点について評価・点検を例年通り行っていく。 

 

◆ 教務委員会において検討を行った結果、令和 3 年度のシラバスの中に、「事前学習と事後学

習」の内容を担当教員が指定する欄を新たに設けることで合意し、令和 2年度第 9回教授会（11

月 12日）でこのことを報告した。 

 

7）ITパスポートおよび日商簿記 3級を中心とした検定試験の合格に向けた全学的な取り組みの推

進と強化 

・前年度に続いて「iパス・簿記検コンテスト」（模擬試験）の年 2回実施を行う。加えて受験者

を増やすため、具体的な方策を講じる。 

 

   ◆ 新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、当初の計画は変更を余儀なくされ、令和 2年

度は 2 月 5 日（金）の一回のみの開催となった。事前の PR 不足もあって、受験学生は計 27 名

と前年度に比べて低調であった（令和元年度第 1 回 i パス 17 名、簿記 16 名、第 2 回 i パス 43

名、簿記 58名）。 

 

8）学修到達度の把握 

 ・主として基礎学力の到達度を確認し、本学の教育に反映させるために、さしあたり初年次学生

に対して、「プレテスト」(国語、日本語〈留学生向け〉、英語、数学)を実施する。 

 

 ◆ 上記（7）同様に、「プレテスト」についても当初の計画の見直しを迫られ、やむを得ず中止

となった。 

 

9）学力の強化・支援 

 ・特に初年次学生に対する基礎学力の強化・支援を引き続き行っていく。そのためのさらなる具

体的な方策を実施に移す。 

 

 ◆ 初年次学生に対する基礎学力の点検・強化・支援の方法として、入学前に課題学習（「入学

前学習」）を実施している。令和元年度は読書感想文のみを課していたが、令和 2 年度は、漢字

（留学生は日本語）と英語の問題集、読書感想文を課すこととなり、内容を前年度よりも充実さ

せた。 

 

10）科目担当教員の部門別連携の構築と推進 

・基礎総合・経営・会計・情報部門の教員の連携を推進し、それぞれの授業科目の教育目的、内

容、学修到達度などについて体系的な結びつきをさらに図っていく。    
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◆ 科目担当教員の部門別連携については、前年度に引き続いてシラバスのチェックに関して部

門別に担当教員が連携することで合意し、各部門別のコーディネーターが選ばれた。  

 

11）FD・SD活動の推進 

・令和 2 年度は、両委員会において、活動内容を企画立案し、実施する。そして、FD 活動・SD

活動が、より充実した内容になるように PDCAサイクルで検証する。 

 

◆ 令和 2年度実績 

FD活動 

「九州情報大学 FD ポリシー」とそれに基づいた能力養成・強化を目的として、以下の活動を実

施した。 

 ①令和元年度学生実態調査報告書作成 

②授業改善アンケートの実施と分析（前後期各 1回） 

各教員がアンケート結果に対して、授業改善報告書を提出した。授業改善に活用するため、

学内教職員共有フォルダに授業改善報告書を掲載した。 

③FD研修会（9月 9日） 

・Zoomの授業への適応結果とその課題 自身の取り組みを踏まえて（講演） 

・Google Classroomの使用法とその可能性について（講演） 

④授業公開を実施（12月 15日～１月 8日）＊Zoom授業 

 他の教員の授業を見学して、報告書を FD委員長あてに提出した。 

⑤新任教員研修 

 前職が大学教員であったため、学科単位で実施した。 

SD活動 

  「教職員人材育成の目標・方針と教職員に求める能力について」を定めて SD 活動を実施す

ることとしたが、新型コロナウイルス感染症の影響で、密となる状況を避けるため、以下の活

動のみ実施した。 

①Zoomの活用について 

在宅勤務を想定して、全教職員が Zoom を使って業務ができるようになることを目的に実習

形式で実施した。 

（＊１．第 2期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況と同内容） 

 

（3）研究活動 

1）科学研究費補助金申請義務（満 65歳未満） 

・満 65歳未満の教員には、科学研究費補助金へ申請することを義務付ける。研究内容よっては、

科研費以外の研究助成応募でも可とする場合もある（学長裁量）。全く申請しない教員は、次年

度学内研究費を削減する。 

 

◆ 科学研究費補助金については、令和元年 11 月に 12 人（対象者 16 人）から、令和 2 年度の

研究計画調書の提出がなされ、「基盤 C（1 件）、若手研究（1 件）」が採択された。この結果、令

和 2年度の科研費は 5件（継続 2・新規 2（研究代表者）、継続 1（研究分担者）となり、4,940,000

円（うち、直接経費 3,800,000円・間接経費 1,140,000円）の受入れを行った。 
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令和 3年度分については、令和 2年 11月に 9人（対象者 13人）から、研究計画調書が提出さ

れ申請を行っている。 

 その他の外部資金として、専任講師が国立研究開発法人科学技術振興機構の公募に採択され、

1,616,000円の直接経費と 484,800円の間接経費を獲得している。 

 

2）民間資金導入促進 

・民間大手企業や民間学界団体が設置している各種の研究支援のための助成基金に積極的に応募

し、採択されるよう、各自の研究体制を日ごろから積み上げていくことを促す。そのために所属

学会での発表・学会誌への投稿を今後一層拡大させる。 

 

◆ 理系の研究熱心な若手教員が、昨年に引き続き 2件の応募を行っている。 

 

（4）学生支援 

1）中途退学者防止への取り組み 

①学生生活相談室の充実 

・課題がある学生には、声かけ、相談、指導を実施する。 

    特に、入学時や進級時に配慮する。 

 

◆ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、学生生活相談室の活用は皆無であった。しかし、

全研究室から直接各学生へ電話ができる環境となり、電話を含む相談件数は学生部において 94

件であった。各担任の先生からの指導を含めるとかなりの件数である。 

 

②学生カルテシステムの活用促進 

・学生相談・指導に役立つように、閲覧内容を更新・充実する。 

 

◆ 2期連続 GPA1.0以下、取得単位数、3期連続 GPA1.0以下、保護者連絡先、（成績、ビザ更

新予定）の項目を追加し、前期開始直後や後期開始直後の指導に活かせた。 

 

③学生部長・教務部長面談の実施 

・連続 2期及び連続 3期 GPA1.0未満の学生に対し、学生部長・教務部長が面談し、指導する。 

 

◆ GPA1.0未満の学生については、各担任の先生方に学習活動、学生生活等を含め指導をお願

いした。合わせて、連絡が取れない学生へは保護者への連絡、自宅訪問を実施した。なお、出

席が厳しい学生等に対しては、積極的な電話での連絡を行うことを、教授会等で情報共有を図

った。 

 

④「出席管理システム」の導入検討について 

・学生の欠席状況を把握し、不登校や欠席が多い学生に対して早期に指導ができるように「出

席管理システム」を利用する。 

 

◆ 学生の出席状況を把握し不登校学生や欠席が多い学生に対し早期に指導すべきだが、今年
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度は、Zoom授業（遠隔授業）等もあり、前期、後期共に本学のシステムの活用はできていない。 

 

2）学友会活動へ支援 

・近年、学友会の役員が単年度で入れ替わっており、継続性がなく活動に支障をきたしている。

ついては、学生部として役員が複数年担当し、円滑な活動ができるように支援するとともに指導

する。 

 

◆①学友会体制の充実 

・学友会執行部を複数年担当する学友会役員が、計画のとおり組織化され、活動に継続性を持

つことが実現できた。しかし、コロナ禍で活動が厳しかった。 

②学園祭 

・様々な計画を準備したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

③クリスマスパーティー 

・留学生を含め国別の料理大会を計画していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

中止とした。 

④サークル活動 

・新型コロナウイルス感染症拡大のため、多くの公式戦や学外活動が中止となった。その中で

モチベーションを保つための活動がそれぞれのサークルでなされた。また、学内美化等、経費

の効率的運用ができた。 

⑤学生支援活動の実施 

・新型コロナウイルス感染症拡大のため、多くの学生が経済的に困難な状況にあり、多少なり

とも力になることを目標として、学友会が中心となり学生支援活動を 3回実施した。７月パン

の配布（300袋）、11月学食提供（181食分）、1-2月学食開放（300食） 

⑥学生の新型コロナウイルス感染症感染防止対応として 

・PCR検査 37名、陽性者 4名（うち非常勤講師 1名）、何らかの関連で健康観察者 57名であっ

た。なお、学生の感染者に対しては食料買い出しなど支援活動を実施した。 

 

3）教育環境整備 

①多目的グランドの活用計画について 

・令和元年 11 月に開催された理事会において、多目的グランドの利用計画として、ゴルフ練

習場、野球場及びソフトボール場を作ることが決定された。体育の授業や部活などで学生が使

用するだけでなく、公開講座・市民開放など地域に貢献できるように考えているので、スポー

ツ系のシラバスにグランドを活用する競技を入れること、グランドを使用するスポーツサーク

ルの立ち上げや、教職員・学生のスポーツ大会の実施、公開講座での使用、（安全に配慮した

うえで）市民への開放も行っていく予定である。 

 

◆ 体育の授業に活用する予定で授業も 2時限目に設定（バスでの送迎）していたが、新型コ

ロナウイルス感染症対策による「緊急事態宣言」に伴って、授業はもとより施設を使用しての

活動はすべて行うことができなかった。 
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②校舎施設の整備について 

・前身である短期大学時代から 30 年以上経過している建物もあり、ところどころに雨染みな

ど不具合が生じていたので、部分的に防水補修工事を行ってきたが、平成 30 年度には、多目

的ホールの屋上について全面的に行った。令和 2年度は、その他の部分について、計画的に行

うことを検討する。 

・屋内においても、多目的ホールのタイルやリノリュームの床材など補修が必要なところには

早急に対応することとし、大部分の学生が過ごしている 2号館の 1 階男子・女子トイレが、短

期大学時代に増築された建物部分であり、いまだに和式便器がほとんどとなっているためトイ

レ改修も継続的に検討する。 

・経年により故障が出て来ている空調設備についても、部品交換などの対応が出来ないＧＨＰ

（ガスヒートポンプ式）については、省エネとなるＥＨＰ（電気エアコン）への更新（研究室

等については、管理がしやすいように家庭用の空調に切り替えること）を順次行っていく。 

 

◆ 平成 30 年 7 月の豪雨災害（後に激甚災害指定）により、補修工事（補助金交付）を行っ

た多目的ホールの補修が不完全だったのか、令和 2年 1月の大雨から雨漏りし始め、施工業者

補償での補修工事を行っていたが、令和 2年 7月の豪雨（後に激甚災害指定）により、図書館、

情報処理室、サーバー室、258教室等に雨漏り被害を受け、補修工事（補助金申請）を行った。

また、空調設備についても 7月の落雷が原因と考えられる故障が相次ぎ、教室や研究室、ゼミ

室、図書館など 22室の空調機を更新したほか、4階の研究室 6室については、GHP（ガスヒー

トポンプ方式）空調が故障したため、リース契約による空調機器の更新を行った。 

（＊１．第 2 期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況と同内容） 

 

（5）社会貢献 

1）生涯学習機会の提供 

・生涯学習センター主催の市民向け「公開講座」では、パソコン講座、語学講座、経営セミナー

などを実施し、本学の物的資源等による社会貢献を図る。 

 

◆ 9 月、11 月に公開講座として、『はじめてのパソコン』と『ワードとエクセルで年賀状を作

ろう』を計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止した。 

（＊１．第 2 期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況と同内容） 

 

2）大学施設の開放（附属図書館の開放と学生駐車場の貸し出し） 

  ・市民のために、以下のとおり附属図書館の開放と学生駐車場の貸し出しを行う。その他の物的

資源についても市民が利用できるように検討する。 

 

附属図書館・・・平日 9：00～17：00（一般の方も館内の閲覧、複写可） 

学生駐車場・・・太宰府市（アスレチック公園使用者）と太宰府天満宮（正月）へ貸し出し 

 

◆ 図書館は、延べ 84 名の一般の方が利用された。新型コロナウイルス感染症の影響で開館日

が減少したこともあり、例年に比べて少なかった。学生駐車場は、例年どおり、隣接のアスレチ

ック公園利用者及び年始の太宰府天満宮へ貸出を行った。 
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（＊１．第 2 期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況と同内容） 

 

3）太宰府キャンパスネットワーク会議における地域活動 

・本学は、太宰府キャンパスネットワーク会議に加盟（全 6大学及び太宰府市）しており、文化、

教育、学術の分野等で相互に協力し、様々な活動を行っている。①合同の公開講座案内を作成し、

市民に配布②キャンパスフェスタの実施（加盟大学合同の学園祭で市民を招待）③政庁まつりや

古都の光に学生が運営ボランティアとして参加④水城小学校のパソコンクラブへ学生を講師と

して派遣などの活動を実施する。 

 

◆ ①合同の公開講座案内は作成し市民に配布したが、本学実施分については、新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止のため中止した。②例年実施していたキャンパスフェスタは、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のためキャンパス紹介パネル展に切り替えて実施した。また、学生と市長

との意見交換会が Zoomで開催され、「Withコロナの生活について」等をテーマに意見交換が行っ

た。本学からは学生 2名が参加した。③新型コロナウイルス感染症拡大防止のためイベントが中

止となった④本学学生が講師・児童のサポートとして参加し、カレンダー作りをした。新型コロ

ナウイルス感染症の影響などで、例年より、実施回数は減少したが、インターネットの使い方、

画像の挿入の仕方等を楽しく指導することができた。 

（＊１．第 2 期中期計画の目標に対する進捗・達成の概況と同内容） 

 

（6）就職支援 

1）就職支援の充実 

  ①3-4年生への就職支援 

・スタートアップセミナーの 10月実施継続 

スタートアップセミナーの 10 月への早期化は時期的に丁度良く、効果も上がっており継

続する。ただ、支援期間が長くなるため、途中で緩まないように、定期的に声掛けを行うな

ど学生に週一回来室して準備を進める等の習慣づくりを進める。 

 

◆ スタートアップセミナーはコロナ対応により、対面から録画配信セミナーに変更し、9 月

28日に配信を開始した。それを契機に、自己分析サポートと企業研究サポートをそれぞれ個別

面談形式で開始し、その参加者数で準備の進捗を把握した。参加者は全体の 7割と例年並みだ

が、更に利用を働き掛ける必要がある。 

 

・面接合宿の本学としての実施継続 

本学主催で昨年度実施し、参加者に高い評価をもらったので、本年度も継続実施する。希

望者が参加できるように、他の行事と重複の少ない土・日に開催する。 

 

◆ 面接合宿は、コロナ対応により、外部施設での宿泊研修から学内での 2 日連続(土・日開

催)の通学講義形式に切り替えて実施し、29 名が参加し参加者からは面接体験を増やすことが

できたと好評だった。就職準備のレベルに合わせたグループ編成も、効率的と好評だった。 
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②留学生への就職支援 

・留学生就職ガイダンスの入学時(編入時)実施の定着 

昨年より実施し、効率的で効果的であることが実証できたので、新入生(編入生)には本年

度も入口での実施を継続する。2-3年生にはこれまで通りのフォローを継続する。 

 

◆ 留学生ガイダンスはコロナ対応で入学時期に実施できず、ビデオと講義の組み合わせとし

複数回の実施で全員受講を目指した。残った未受講者に対しては、来年度の対象者としてフォ

ローしていく。 

 

  ・留学生学内説明会の実施・受け入れ企業拡大の取り組み実施 

一般の企業説明会とは別に、受け入れ企業の少ない留学生のみを対象とした企業説明会を実

施し、留学生の就職マッチングを進める。また本学訪問企業等に留学生採用のメリットや簡便

な就労ビザ手続き等を説明し、留学生受け入れを検討頂くように働きかける。 

 

◆ 留学生向けの学内説明会については、留学生の就職支援企業による個別面談を実施し、留

学生受け入れ企業の紹介を受け、3 名の内定者が生まれた。毎年留学生の就職準備の着手は日

本人より大幅に遅れており、今年も本格的な動きは 5月連休以降となったので、こうした企業

マッチングの支援を前倒しする必要がある。また、留学生受け入れ先企業の拡大の取り組みは、

大学を訪問される企業に留学生採用の呼びかけを行ったが、コロナの影響で求人が大幅に減る

環境下、企業の採用意欲が日本人に留まり余り効果が上がらなかった。 

 

  ③同友会と就職活動で新たな連携に挑戦 

・地場優良企業の集合体であり、地域での本学学生の受け皿でもある「福岡県中小企業家同友

会」へ以下の新たな働きかけを検討・実施する 

    共同求人委員会との連携で「ジョブカフェ」の本学実施 

    IT部会と情報ネットワーク学科が連携し合同説明会・インターンシップ説明会実施検討 

     同友会企業に本学学内説明会参加の呼びかけ実施 

 

◆  コロナの影響で同友会運営も Web 会議が中心となり、合同企業説明会も Web 開催となる

など、採用活動が大きく変化し、求人数も例年より大幅に減った。本年度の予定は保留となり、

来年度以降にコロナの影響が終息後に再度検討となった。本年、同友会の求人企業は、例年以

上に応募があり、満足のいく採用ができたとの評価であり、来年度に向けては双方にメリット

が有る企画に練り直す必要がある。 

 

  ④本格支援(3年後期以降)前の就職支援の実施 

  ・学内説明会開催基準の変更 

学内説明会は昨年と比較し、申込企業数は 65社から 80社へと大きく伸びたが、後半４年生

の参加が増えず、「開催率」は伸び悩んだ。本年度は、たとえ４年生の希望がなくても他学年

で参加希望があり、企業が賛同すれば開催できるようにするように変更し、早くから多様な企

業の情報に触れる機会を増やす。 
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◆ 学内企業説明会はコロナの影響により、大学が一時期申し込みをお断りしたことや企業側

も経営状況から採用数を絞り込んだ等の要因が重なり、申し込みが 36 社にとどまるなど低調

に推移した。3 年生向けのインターンシップを実施したい企業側と、4 年生未決定者向けを優

先したい大学側とでニーズが合っていない。3 年生向けの企画も必要であり、運営の見直しを

柔軟に検討していく。 

 

  ・就職プレセミナーの実施継続 

   昨年度から、本格支援前だが就職への関心が高く、早期に準備着手したいという学生に対し、

「就職プレセミナー」を開始した。5 名が 3 回に分けて受講した。受講者はすでに就職への準

備に着手するなど効果は出ており、本年度も継続して実施する。 

 

◆ 就職プレセミナーの参加はコロナの影響下でも今年 2 名あり、今後も継続実施していく。 

 

2）キャリア教育の充実 

・「福岡県中小企業家同友会」との連携事業の強化 

本年も１年生の「コミュニケーションと自己発見Ⅰ・Ⅱ」で前期・後期の特別研修に、企業経

営者 10 名以上と本学卒業者で同友会傘下企業に入社の若手社員 3 名を講師として派遣を依頼。

また 3 年生の「キャリアデザインⅠ」では、6 回に分けて企業経営者 6 名に講師の派遣をお願い

する。外部の方の時間を頂いており、それぞれの授業への参加者が増えるように履修外の聴講も

含め学生に積極的に働きかける。 

 

◆ 同友会との連携事業はコロナの影響で、日程の変更や Web 授業、録画講演への変更、「社長

と話そう」などグループ討論の中止が必要になったが、同友会、講師の皆さんのご理解で当初の

計画をほぼ実施することができた。来年度もコロナの影響は続くと思われるが、事業自体は継続

していくことで双方の合意ができた。 

 

 ・「税理士事務所でのインターンシップ」の継続実施 

九州北部税理士会福岡支部との「税理士事務所インターンシップ」は、昨年同支部全体に受け

入れ事業所を公募して実施する新しい段階に入った。昨年度の実施で、本学から参加した 7名の

学生は高い評価を受け、本人達の満足度も高かった。本年度も昨年度実績を確保し上回る実施が

できるように相手先と協力して進める。 

 

◆ 「税理士事務所でのインターンシップ」はコロナの影響により開催が危ぶまれたが、受け入

れ先のコロナ対応へのご理解ご協力により 6名が参加し、事務所、学生ともに好評の中で終了し

た。来年度は相手先の役員交代があるが、継続していく方向で調整が進んでいる。 

 

3）資格取得支援の充実 

 ・FP、ITパスポートの 2資格で対策講座を継続 

授業カリキュラムと連動し、昨年度は簿記、販売士、FP に IT パスポートを加えて４資格につ

いて資格取得対策講座を実施した。今年は、授業カリキュラム変更により、FP と IT パスポート

は継続するが、簿記と販売士は停止する。  
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◆ FPの対策講座は、9月の実施予定がコロナの影響で受講者が集まらず未実施となった。ITパ

スポート対策講座は 12名が参加し予定通り実施した。 

・資格取得の事務負担の代行を充実 

教員の資格に関する事務負担軽減のため、簿記・販売士・FP・英語検定・漢字検定・文章検定

は窓口業務を就職課で担当してきた。本年度は、それに新たな依頼のあった秘書検定とサービス

接遇検定を加える。 

 

 ・資格管理の窓口を就職課で担当 

これまで、資格管理の窓口が不明確で、情報が分散管理され、また必要な資格情報が個人より

申請がなく管理されていなかった。令和 2年１月より資格管理窓口が就職課となったので、合格

情報をより広く集めるため、個人申し込みによる合格者でも、証左を持参すれば記念品を贈呈し、

データベースに登録することにした。本年度は、資格情報捕捉の精度を上げ、そこから資格取得

の課題を抽出して資格取得推進策を検討する。 

 

◆ 資格取得の事務は、秘書検定とサービス接遇検定の代行も就職課で行った。また、資格の登

録、資格取得者への記念品贈呈等の業務も就職課で担当した。今後は、把握した資格の取得状況

を踏まえて、資格取得推進策を検討する。 
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３．主な諸届等 

 

部門 届 出 先 事  項 内      容 届出の時期 変更の時期 

法人 

文部科学省 

役員変更届 

理事辞任により後任理事を選任

したことに伴う、私立学校法施

行規則第 13条に基づく届出 

令和 2年 4月 24日 令和 2年 4月 1日 

資産総額変更届 

資産総額変更登記を 6 月末まで

に行うことに伴う私立学校法施

行規則第 13 条の規定に基づく

届出 

令和 2年 6月 26日 令和 2年 3月 31日 

令和元年度計算書

類、令和 2年度予

算書 

私立学校振興助成法第 14条第 2

項の規定に基づく計算書及び予

算書 

令和 2年 6月 26日 ― 

経営改善計画 

①改善状況報告書（様式 1） 

②経営改善計画の概要 

③経営改善計画 

④財務計画表 

⑤経営改善計画実施管理表 

⑥経営改善計画の内容及び進捗

状況に対する監事の所見 

令和 2年 7月 28日 ― 

学校法人実態調査 

学校法人の概要、管理運営の状

況等を把握し、指導上の参考に

するための調査 

令和 2年 8月 26日 ― 

令和 2年度   

第 1回補正予算書 

私立学校振興助成法第 14条第

2項の規定に基づく補正予算書

の提出 

令和 2年 10月 12日 令和 2年 10月 1日 

令和 2年度   

第 2回補正予算書 

私立学校振興助成法第 14条第 2

項の規定に基づく補正予算書の

提出 

令和 2年 12月 24日 令和 3年 1月 1日 

日本私立学

校振興・共

済事業団 

 

学校法人基礎調査

票 

私立学校の収入及び支出の実態

並びに学校法人の資産等の状況

を明らかにすることにより、事

業団等業務の基礎･参考資料及

び私学関係予算要求等資料と

し、併せて学校法人等の運営の

参考のための調査 

令和 2年 6月 26日 

令和 3年 2月 16日 
― 
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部門 届 出 先 事  項 内      容 届出の時期 変更の時期 

大学 

 

文部科学省 

学校基本調査 

学校に関する基本的事項を調

査し、学校教育行政上の基礎資

料を得る調査 

令和 2年 6月 30日 
― 

学校施設調査票 令和 2年 7月 20日 

学則変更（届出書） 
学部の教育課程の改正に伴う

学則変更 
令和 2年 12月 15日 令和 3年 4月 1日 

課程認定変更届 
専任教員の変更及び科目名称

の変更 
令和 3年 1月 26日 令和 3年 4月 1日 

日本私立学

校振興・共

済事業団 

令和元年度計算書

類及び令和 2 

年度予算書 

私立学校振興助成法第 14 条第

2項の規定に基づく計算書類及

び収支予算書の提出 

令和 2年 6月 23日 ― 

学校法人基礎調査

票（教育情報） 

学校・学部等の特色、国際交

流、進路・就職情報、様々な

取組、学費・経済的支援、入

試・学生情報、教員情報等に

係る情報など大学ポートレー

トの公表情報 

令和 2年 7月 30日 ― 

令和 2年度 

第 1回補正予算書 

私立学校振興助成法第14条第2

項の規定に基づく収支補正予

算書の提出 

令和 2年 10月 13日 令和 2年 10月 1日 

令和 2年度 

第 2回補正予算書 

私立学校振興助成法第 14 条第

2項の規定に基づく収支補正予

算書の提出 

令和 2年 12月 28日 令和 3年 1月 1日 

 

４．学生・教職員現員等 

①学生現員                                  （基本調査より） 

  （単位：人） 

学校名・学科名 入学定員 
令和元年度 令和 2年度 前年度増減 

入学者 在籍数 入学者 在籍数 入学者 在籍数 

大学 

経営情報学科 50 69 256 82 276 13 20 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科 50 51 181 47 177 △4 3 

合計 100 120 437 129 453 9 23 

大学院 

経営情報学研究科博士前期課程 10 7 15 9 16 2 1 

経営情報学研究科博士後期課程 3 0 1 1 1 1 0 

合計 13 7 16 10 17 3 1 

総合計 113 127 453 139 470 12 24 
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②教職員数                                 （単位：人） 

所属 
令和 2年度 

教授 准教授 講師 兼務教員 事務職員 委託職員 計 

大学 14 7 1 26 11 13 72 

大学院 2 0 0 1 0 1 4 

日本語別科 1 0 0 3 11 0 15 

総合計 17 7 1 30 22 14 91 

 

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関する情報    （単位：人） 

学部・研究科等 学科名（教員数） 保有学位（教員数） 

経営情報学部 経営情報学科（14） 博士（5） 

・情報工学、情報科学、経営学、経済学、理学 

修士（8） 

・経営学、体育学、国際関係学、商学、社会学 

学士（1） 

・法学、経済学 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科（12） 

 

博士（5） 

・工学、文学、医学、理学 

修士（5） 

・教育学、文学、法学、商学 

学士（2） 

・商学、法学 

教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関する詳細は、本学 Web サイトで公開して

います。 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/staff/ 

 

５．学納金等 

学生納付金（年額）                         （令和２年度入学生） 

（単位：円） 

内訳 入学手続き時 前期納入分 後期納入分 合計 

入学金 220,000 ― ― 220,000 

授業料 ― 300,000 300,000 600,000 

施設拡充費 ― 50,000 50,000 100,000 

実習・教材費 ― 25,000 25,000 50,000 

その他必要経費 ― 71,000 ― 71,000 

合計 220,000 446,000 375,000 1,041,000 

 

 

 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/staff/
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６．学部・学科の入学定員、入学者数、在籍者数等の状況                           

令和２年５月１日現在 

（単位：人） 

学 校 名 学部・学科等の名称 
開設 

年度 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

者数 

編入学 

者数 

在籍 

者数 

九州情報大学 

大学院経営情報学研究科 

経営情報学専攻（博士前期課程）

経営情報学専攻（博士後期課程） 

 

H14 

H16 

 

10 

3 

 

20 

9 

 

9 

1 

 

－ 

－ 

 

16 

1 

大学院小計  13 29 10 － 17 

経営情報学部 

経営情報学科 

情報ネットワーク学科 

 

H10 

H17 

 

50 

50 

 

240 

200 

 

82 

47 

 

6 

7 

 

276 

177 

学部小計  100 440 129 13 453 

合 計  113 469 139 13 470 

 

７．収容定員充足率                           （毎年度 5月 1日現在） 

学校名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

九州情報大学 55.7％ 59.7％ 69.8％ 84.0％ 103.0％ 

九州情報大学大学院（博士前期） 135.0％ 135.0％ 100.0％ 75.0％ 80.0％ 

九州情報大学大学院（博士後期） 22.2％ 22.2％ 11.1％ 11.1％ 11.1％ 

九州情報大学日本語別科 ― ― ― 5.0％ 95.0％ 

 

８．令和 3 年度入試に関する状況 

■大学院                                 （単位:人） 

研究科・専攻・課程 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

経営情報学研究科 

経営情報学専攻 

博士前期課程 10 12 11 10 8 

博士後期課程 3 0 0 0 0 

計 13 12 11 10 8 

■学部                                  （単位:人） 

学部・学科名 入学定員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

経営情報学部 
経営情報学科 50 145 144 87 72 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科 50 113 111 81 52 

計 100 258 255 168 124 
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９．授業科目等に関する情報 
①教育課程に関する情報（令和２年度入学生適用） 

 

経営情報学部 経営情報学科  

基礎総合科目の開講時期と単位数   ※必修 16単位を含み、40単位以上修得 
  
（注１） *印のついた科目は必修科目       
（注２） 「総合教養」の分野から *（必修・選択必修）4単位 を含み 12単位以上修得   
（注３） 「語学」の分野から *（必修）2単位 を含み 6単位以上修得      
（注４） 「実践力養成・キャリア開発」の分野から *（必修）10単位 を含み 12単位以上修得   
（注５） ☆印のついた科目は外国人留学生のみ選択可      
（注６） (前)は前期開講、 (後)は後期開講科目を表します。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単

位

単

位

単

位

単

位

* 建学の精神と人生 (前) 2

宗教学 (後) 2

心理学 (前) 2

文学 (前) 2

哲学 (後) 2

日本文化論 (後) 2

* 情報倫理 (後) 2

法学 (前) 2

日本国憲法 (後) 2

社会学 (後) 2

政治学 (前) 2

経済学 (前) 2

☆ 日本事情 (前) 2

自

然

科

学
基礎数学 (前) 2

ｳｪﾙﾈｽ (前) 1 ｽﾎﾟｰﾂ理論 (前) 2

ｽﾎﾟｰﾂ (後) 1 ｳｪﾙﾈｽ理論 (後) 2

* 総合英語 (前) 2 英会話AdvancedⅠ (前) 2

英会話BasicⅠ (前) 2 英会話AdvancedⅡ (後) 2

英会話BasicⅡ (後) 2

初級中国語 (前) 2

中級中国語 (後) 2

初級韓国語 (前) 2

中級韓国語 (後) 2

☆ 日本語Ⅰ (前) 2 ☆ 日本語Ⅲ (前) 2

☆ 日本語Ⅱ (後) 2 ☆ 日本語Ⅳ (後) 2

* 情報ﾘﾃﾗｼｰ演習 (前) 2 文章表現Ⅰ (前) 2

* ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと自己発見Ⅰ (前) 2 文章表現Ⅱ (後) 2

* ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと自己発見Ⅱ (後) 2

* ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ入門Ⅰ (前) 2 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ (前) 2

* ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ入門Ⅱ (後) 2 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ (後) 2

特別講義「語学」 1～4

特別講義「実践力養成」 1～4

特別講義「ｷｬﾘｱ」 1～4

語

 
 

 
学

特
別

講
義

実

践

ス

キ

ル

１年生
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語
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養
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教
　

　
　

養
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３年生
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語
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ア

開
発

日

本
語

４年生
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英
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人

文
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学

社
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科
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学
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専門教育科目の開講時期と単位数   ※必修 26単位を含み、84単位以上修得  
  
（注１） * 印のついた科目は必修科目       
（注２） 「専門基礎」の分野から必修科目 8単位を含み 20単位以上修得   
（注３） 「専門発展」の分野から必修科目 6単位を含み 14単位以上修得    
（注４） 「専門応用」の分野から 24単位以上修得      
（注５） (前)は前期開講、 (後)は後期開講される科目を表します。 
      

 

 

 

 

 

 

単

位

単

位

単

位

単

位

* 経営学総論Ⅰ (前) 2 ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ科学 (前) 2

会計学入門 (前) 2 ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務 (前) 2

* 初級簿記 (前) 2 民事法 (前) 2

* 簿記演習 (後) 2 経営情報論Ⅰ (前) 2

情報学入門 (前) 2 統計学入門 (前) 2 *  情報ｾｷｭﾘﾃｨ (前) 2

情報数学Ⅰ (後) 2 情報ｼｽﾃﾑの開発と管理 (前) 2

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ入門 (後) 2 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ論 (前) 2

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄ活用演習 (後) 4

* ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ論 (前) 2 企業金融 (前) 2 組織心理学 (前) 2

ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ入門 (後) 2 ｺﾏｰｽ論Ⅰ (前) 2 知的所有権 (前) 2

* 経営学総論Ⅱ (後) 2 日本経営史 (前) 2 労務管理論 (前) 2

経営分析 (前) 2 経営思想 (前) 2

* 会計学 (後) 2

統計学 (後) 2

経営組織論 (後) 2

計算機ｼｽﾃﾑ論 (後) 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ論 (前) 2

情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ (前) 2 中級ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ実習 (後) 2

ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑとﾃﾞｰﾀ構造 (前) 2 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ論 (前) 2

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ論 (前) 2 計測・制御論 (後) 2

情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ演習Ⅰ (前) 4

情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ演習Ⅱ (後) 4

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ入門 (前) 2

初級ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ実習 (後) 2

ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｹﾞｰﾑ (後) 2

中級簿記演習Ⅰ (前) 2 税務会計論 (前) 2

中級簿記演習Ⅱ (後) 2 税法学 (後) 2

原価計算論Ⅰ (前) 2

原価計算論Ⅱ (後) 2

財務会計論 (前) 2

財務管理 (後) 2

会社法 (前) 2

監査論 (後) 2

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ会計 (前) 2

経営戦略論 (前) 2 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｻｰﾁ (前) 2 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾆﾝｸﾞ (後) 2

消費者行動論 (後) 2 Webｻｰﾋﾞｽ論 (後) 2 計量経済分析 (後) 2

SNS活用と問題解決 (前) 2

ｺﾏｰｽ論Ⅱ (後) 2

経営情報論Ⅱ (後) 2

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業論 (後) 2

中小企業論 (前) 2

国際経営論 (後) 2 国際経済論 (前) 2

国際情報分析 (後) 2 国際政治学 (前) 2

ﾋﾞｼﾞﾈｽ英語Ⅰ (前) 2

ﾋﾞｼﾞﾈｽ英語Ⅱ (後) 2

TOEICⅠ (前) 2

TOEICⅡ (後) 2

ﾌﾟﾚｾﾞﾐⅠ (前) 2 基礎ｾﾞﾐ (通年) 専門ｾﾞﾐⅠ (通年) 専門ｾﾞﾐⅡ (通年)

ﾌﾟﾚｾﾞﾐⅡ (後) 2 経営学基礎演習 (通年) 経営学専門演習Ⅰ (通年) 経営学専門演習Ⅱ (通年)

特別講義「経営」 1～4

特別講義「会計」 1～4

特別講義「情報」 1～4

特

別
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義
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授業科目 授業科目

１年生 ２年生 ３年生 ４年生

授業科目 授業科目

4* *
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・
会
計

経

営

情
報

会
計

ゼ
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経営情報学部 情報ネットワーク学科 

基礎総合科目の開講時期と単位数   ※必修 16単位を含み、40単位以上修得  
  
（注１） * 印のついた科目は必修科目       
（注２） 「総合教養」の分野から *（必修・選択必修）4単位 を含み 12単位以上修得   
（注３） 「語学」の分野から *（必修）2単位 を含み 6単位以上修得    
（注４） 「実践力養成・キャリア開発」の分野から *（必修）10単位 を含み 12単位以上修得  
（注５） ☆印のついた科目は外国人留学生のみ選択可    
（注６） (前)は前期開講、 (後)は後期開講科目を表します。     
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単

位

単

位

単

位

単

位

* 建学の精神と人生 (前) 2

宗教学 (後) 2

心理学 (前) 2

文学 (前) 2

哲学 (後) 2

日本文化論 (後) 2

* 情報倫理 (後) 2

法学 (前) 2

日本国憲法 (後) 2

社会学 (後) 2

政治学 (前) 2

経済学 (前) 2

☆ 日本事情　 (前) 2

自

然

科

学
基礎数学 (前) 2

ｳｪﾙﾈｽ (前) 1 ｽﾎﾟｰﾂ理論 (前) 2

ｽﾎﾟｰﾂ (後) 1 ｳｪﾙﾈｽ理論 (後) 2

* 総合英語 (前) 2 英会話AdvancedⅠ (前) 2

英会話BasicⅠ (前) 2 英会話AdvancedⅡ (後) 2

英会話BasicⅡ (後) 2

初級中国語 (前) 2

中級中国語 (後) 2

初級韓国語 (前) 2

中級韓国語 (後) 2

☆ 日本語Ⅰ (前) 2 ☆ 日本語Ⅲ (前) 2

☆ 日本語Ⅱ (後) 2 ☆ 日本語Ⅳ (後) 2

* 情報ﾘﾃﾗｼｰ演習 (前) 2 文章表現Ⅰ (前) 2

* ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと自己発見Ⅰ (前) 2 文章表現Ⅱ (後) 2

* ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと自己発見Ⅱ (後) 2

* ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ入門Ⅰ (前) 2 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ (前) 2

* ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ入門Ⅱ (後) 2 ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ (後) 2

特別講義「語学」 1～4

特別講義「実践力養成」 1～4

特別講義「ｷｬﾘｱ」 1～4
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専門教育科目の開講時期と単位数   ※必修 26単位を含み、84単位以上修得 
   
（注１） * 印のついた科目は必修科目  
（注２） 「専門基礎」の分野から必修科目 8単位を含み 20単位以上修得 
（注３） 「専門発展」の分野から必修科目 6単位を含み 14単位以上修得 
（注４） 「専門応用」の分野から 24単位以上修得  
（注５） (前)は前期開講、 (後)は後期開講される科目を表します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単

位

単

位

単

位

単

位

情報学入門 (前) 2 統計学入門 (前) 2 *　 情報ｾｷｭﾘﾃｨ (前) 2

情報数学Ⅰ (後) 2 情報ｼｽﾃﾑの開発と管理 (前) 2

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ入門 (後) 2 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ論 (前) 2

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄ活用演習 (後) 4

* 経営学総論Ⅰ (前) 2 ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ科学 (前) 2

会計学入門 (前) 2 ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務 (前) 2

* 初級簿記 (前) 2 民事法 (前) 2

* 簿記演習 (後) 2 経営情報論Ⅰ (前) 2

計算機ｼｽﾃﾑ論 (後) 2 ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑとﾃﾞｰﾀ構造 (前) 2 計測・制御論 (後) 2

* ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ初歩Ⅰ (前) 2 情報数学Ⅱ (前) 2 ﾓﾊﾞｲﾙﾈｯﾄﾜｰｸ (前) 2

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ初歩Ⅱ (後) 2 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ論 (前) 2

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ論 (後) 2

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ実践Ⅰ (前) 4

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ実践Ⅱ (後) 4

* 情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ演習Ⅰ (前) 4

情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ演習Ⅱ (後) 4

Webｺﾝﾃﾝﾂ制作Ⅰ (後) 2 Webｺﾝﾃﾝﾂ制作Ⅱ (前) 2 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ技術 (前) 2

WebﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞⅠ (後) 2 WebﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞⅡ (前) 2

ｽｲｯﾁﾝｸﾞ技術 (前) 2 WebﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞⅢ (後) 2

ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ技術 (後) 2 ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ構築 (通年) 4

SNS活用と問題解決 (前) 2

Webｻｰﾋﾞｽ論 (後) 2

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ論 (前) 2 統計学 (後) 2 多変量解析 (前) 2

消費者行動論 (後) 2 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ (前) 2 ﾃﾞｰﾀ解析 (前) 2

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｻｰﾁ (前) 2 ﾃﾞｰﾀﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ (後) 2

経営分析 (前) 2 統計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ (後) 2

会計学 (後) 2 機械学習 (前) 2

人工知能 (後) 2

計量経済分析 (後) 2

ﾌﾟﾚｾﾞﾐⅠ (前) 2 基礎ｾﾞﾐ (通年) 専門ｾﾞﾐⅠ (通年) 専門ｾﾞﾐⅡ (通年)

ﾌﾟﾚｾﾞﾐⅡ (後) 2 情報学基礎演習 (通年) 情報学専門演習Ⅰ (通年) 情報学専門演習Ⅱ (通年)

特別講義「経営」 1～4

特別講義「会計」 1～4

特別講義「情報」 1～4

4
ゼ

ミ
* * *
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大学院 経営情報学研究科 博士前期課程 

授

業

科

目

の

概

要 

授業科目の名称 
授業を 

行う年次 

単 位 数 
備  考 

必修 選択 

経

営

情

報

学

科

目

群 

経営学特論 

日本経営史特論 

経営組織特論 

財政学特論 

財務管理特論 

経営戦略特論 

労働経済特論 

国際経営特論 

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ特論 

経営科学特論 

会計情報学特論 

会計監査特論 

税務会計特論 

税法学特論Ⅰ 

税法学特論Ⅱ 

税法学特論Ⅲ 

税法学特論Ⅳ 

民事・行政訴訟特論Ⅰ 

民事・行政訴訟特論Ⅱ 

情報科学特論 

情報ﾒﾃﾞｨｱ特論 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ特論 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ特論 

経営情報ｼｽﾃﾑ設計特論 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ特論 

ﾃﾞｰﾀ解析特論 

数値解析特論 

人工知能特論 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

 

 

 

講義科目 

１６単位以上 

演習科目 

１６単位 

 

合計３２単位以上修

得し、かつ、必要な研

究指導を受けた上、

修士論文を提出し、

その審査及び試験に

合格すること。 

演 

習 

演習Ⅰ 

特別演習Ⅰ 

演習Ⅱ 

特別演習Ⅱ 

１ 

１ 

２ 

２ 

４ 

４ 

４ 

４ 
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大学院 経営情報学研究科 博士後期課程 

授

業

科

目

の

概

要 

授業科目の名称 
授業を 

行う年次 

単 位 数 
備  考 

必修 選択 

経

営

情

報

学

科

目

群 

経営学特別研究 

日本経営史特別研究 

企業経済分析特別研究 

国際経営特別研究 

会計情報学特別研究 

会計監査論特別研究 

情報科学特別研究 

情報ﾒﾃﾞｨｱ特別研究 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ特別研究 

情報・信号処理特別研究 

数値解析特別研究 

応用数値解析特別研究 

人工知能特別研究 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

１・２・３ 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

講義科目 

 ８単位以上 

演習科目 

１２単位 

 

合計２０単位以上修

得し、かつ、必要な

研究指導を受けた

上、博士の学位論文

を提出し、博士論文

の審査に合格するこ

と。 

演 

習 

演習Ⅰ 

演習Ⅱ 

演習Ⅲ 

１ 

２ 

３ 

４ 

４ 

４ 

 

 

授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画の詳細は、本学 Web サイトで公開しています。 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/kokai/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/kokai/
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②学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっての基準に関する情報 

学部・ 

研究科等 

修業 

年限 

必要修得 

単位数 

科目区分ごとの 

修得単位数 取得可能な学位 

必修科目 選択科目 

経営情報学部 

経営情報学科 
4 年 124 単位 42 単位 82 単位 

学士 

（経営情報学） 

経営情報学部 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科 
4 年 124 単位 42 単位 82 単位 

学士 

（経営情報学） 

経営情報学研究科 

博士前期課程 
2 年 

32 単位 

＊かつ、必要

な研究指導を

受けた上、修

士論文を提出

し、その審査

及び試験に合

格すること。 

16 単位 16 単位 
修士 

（経営情報学） 

経営情報学研究科 

博士後期課程 
3 年 

20 単位 

＊かつ、必要

な研究指導を

受けた上、博

士論文を提出

し、その審査

及び試験に合

格すること。 

12 単位 8 単位 
博士 

（経営情報学） 

学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準の詳細は、本学 Web サイトで公開し

ています。 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/kokai/ 

 

１０．令和３年３月卒業･修了・学位記授与数等の状況 

 

■大学院学位記授与者数        （単位:人） 

研究科・専攻・課程 学位授与者数 

経営情報学研究科 

経営情報学専攻 

博士前期課程 6 

博士後期課程 0 

 計 6 

 

 

 

 

https://www.kiis.ac.jp/general/guide/kokai/
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■学部卒業者数           （単位:人） 

学部・学科名 卒業者数 

経営情報学部 

経営情報学科 40 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科 24 

計 64 

 

１１．進路状況          

 

 

１）大学院 修了生 進路状況 

 修了者数 

人 

進学者数 

   人 

就職希望者数 

 人 

就職者数 

 人 

就職率 

（前年度率） 

経営情報学研究科 

経営情報学専攻 

博士前期課程 6 0 1 0 0.0% 

博士後期課程 0 0 0 0 － 

男   子 5 0 1 0 0.0% 

女   子 1 0 0 0 － 

計 6 0 1 0 0.0% 

 

２）学部 卒業生 進路状況 

 卒業者数 

人 

進学者数 

   人 

就職希望者数 

人 

就職者数 

 人 

就職率 

（前年度率） 

経営情報学部 

経営情報学科 40 1 30 30 
100.0 

（91.1） 

情報ﾈｯﾄﾜｰｸ学科 24 1 22 18 
81.8 

（93.3） 

男   子 45 1 37 35 
94.6 

（90.7） 

女   子 19 1 15 13 
86.7 

（95.2） 

計 64 2 52 48 
92.3 

（92.0） 

 

■就職先 

【建設】㈱ハヤカワコーポレーション/㈱山田工務店/ホームテック㈱ 

【製造】小倉鉄道㈱/㈱ミリオンテック/アトラス化成㈱/㈱日向屋 

【電気・ガス・水道】中国電力㈱ 

【情報通信】㈱エム企画/㈱ユー・エス・イー/㈱ハロネット/メデイアファイブ㈱/㈱アイシス

令和３年３月 就職・進学状況等 
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/㈱アクシスクリエイト/㈱横浜アートニクス/㈱スミリオン㈱/シースリー・ソフトウエア 

【卸売小売】㈱エーツー/㈱ヨネザワ/㈱日本工事広告/㈱オッジ PFT/㈱M work 

【専門・技術サービス】東亜非破壊検査/㈱九電産業㈱ 

【宿泊・飲食】㈱あきんどスシロー/アーバンホテルシステム㈱ 

【教育・学習支援】ミナミホールディングスグループ/九州言語教育学院 

【医療・福祉】社会福祉法人福岡育児院 

【サービス】アウトソーシングテクノロジー/㈱アスパーク/公益財団法人秋月財団/㈱キャリ

アパートナーズ/FPTジャパンホールディングス㈱/グローバル協同組合 

【公務】福岡県警、自衛隊 

 

■進学先 

 東京福祉大学大学院/東園科学技術大学(韓国) 

 

 

 

進路対策については、大学とキャリアデザインセンター（以降、CDC と表記）がそれぞれ

役割を分担し、総合的に学生の様々なニーズに対応できる体制を準備している。学業を通じ

ての専門能力向上、ゼミ生に対する進路指導は各担当教員が教育課程を通じて対応し、教育

課程外でのキャリア情報の提供、相談・就職支援等は CDCが対応している。また、教員と CDC

とで就職対策委員会を構成し、連携して学生の進路全般について活動計画をまとめ、その推進を

図っている。委員会の内容は、毎月開催の「教授会」で報告、共有され、全学で協力して学生支

援に取り組んでいる。 

 

●教育課程内でのキャリア教育の取り組み 

・本学の教育課程では、1年次から 3年次まで段階的にキャリア教育を実施 

・1年次は必修授業の「コミュニケーションと自己発見」の中で前期・後期に各一回、キャリア開

発についての特別授業プログラムを実施、将来の進路を見据えることの大切さを意識付け 

・2 年次は「キャリアデザイン入門Ⅰ・Ⅱ」を開講、前期には社会の実情と自己の適性を把握し、

自らのキャリア開発に資する基礎的で実践的な教育を実施。後期には、授業で社会人として必

要とされる基礎学力について SPI を教材として考え方の理解、実際の解き方を修得できるよう

にし、就職の際の筆記試験の対策にも連動 

・3年次は「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を開講、将来を見据えた各自のキャリアプランを構築させ

ることを目的として、前期には学外から経営者を 6 人講演者として招き、社会や業界の現実に

学び社会から求められている力を認識、社会につながる意識を醸成、後期には自己分析、社会認

識および企業理解を柱に、職業とは何かを知り、エンプロイアビリティ(働く人が企業などの組

織に雇われる(または雇われ続ける) ための能力やその可能性)を高めるプログラムを設定 

・1 年次開講の「大学基礎総合Ⅰ・Ⅱ」や 2 年次開講の「基礎ゼミ」「基礎演習」は、基礎学力の

向上・充実および学習習慣の定着を目指したリメディアル教育を実施、特に日本語能力（漢字、

文章表現力）の底上げを目指した学習指導・進路指導を実施 

・大学として資格・検定等の内容とリンクする授業科目を設定、資格・検定等の取得を奨励、支

援。更に高度の資格や検定等を目指す学生のため「プレゼミ」を開講して養成 

 

●CDCによる教育課程外の各種就職支援策 

・3年次 10月に「就活スタートアップセミナー」を開催、就職活動の概要理解と動機づけ実施 

進路対策について 
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・上記と同時に、学生個々人の性格･趣味や卒業後の進路希望を把握するため、全学生に「進路登

録カード」の提出を求め、CDC職員によるキャリア開発の初回面談を実施、学生と進路希望に沿

ったサポート方針を共有。特に就職希望者には 3月の就活開始に向け、自己分析、企業絞込み、

履歴書作成、面談練習等個別就職指導を実施。4年次 9月には全員に進路確認を実施、複数内定

者の内定絞込み、辞退手続きを支援。以降、就職未定者へ内定獲得に向けての個別支援を継続 

・CDC 発信のメルマガ「ナイテイゲット」を登録学生に毎週 1～2 回発信、合同説明会の案内や学

内企業説明会、本学への求人情報等就職に関する情報をタイムリーに提供 

・福岡県若者しごとサポートセンターを利用し、「個別就職相談」（5月下旬以降指定日）を実施 

・3 年生 2 月に就職希望者から参加者を募集し「面接塾」を実施。今年はコロナ対応で学内実施。 

・日本で就職志望の全留学生を対象に、「留学生就職ガイダンス」を数回に分けて実施し、日本の

就職の特殊性についての理解を促進。日本就職希望者には個別に丁寧なサポートを実施 

 

●各種資格･検定の取得･合格への支援対策 

・簿記検定対策講座は、集中講義を授業で実施のため今年は実施せず。簿記検定対応は、会計分野

の「基礎ゼミ・基礎演習」や「専門ゼミ・専門演習」での取り組みとも連携 

・対策講座は対面方式の場合、同時受講人数が多すぎ（20 人程度以上）に ならないように配慮。

状況の変化を受けて遠隔方式に変更。その際も移行・実施が円滑にできた（来年度も方針継続） 

・販売士、FPの対策講座は実施せず。来年度は FP対策講座開催 

・11～12月に IT パスポートの対策講座を開講 

・秘書検定とサービス接遇検定を新たに今年から申込み開始 

・漢字能力検定、英語検定は学内で検定を実施 

・各人の資格取得の記録の登録と資格取得者への記念品の贈呈による意欲喚起推進 

 

●地元中小企業との連携とインターンシップ 

・本学学生の地元福岡県での優良な就職先として、また、キャリア教育における経営者等の外部

講師の連携先として、本学は平成 24 年 10 月に「福岡県中小企業家同友会」に加入、産学連携

によるキャリア教育の取組み実施(今年度で 9年目) 

・今年度の卒業者から「同友会」傘下の企業に 4人が入社 

・一般企業へのインターンシップは社会トレンドとなっているが、本学では自主活動であり単位

付与もなく把握していない。参加者の増加に対応し、本年度から 1・2年生に「インターンシッ

プ準備セミナー」、3年生に「1day仕事体験準備セミナー」を希望者に対し実施する予定であり、

実態把握もできる範囲で実施 

・2018 年 8 月に九州北部税理士会福岡支部と共同で税理士事務所インターンシップを開始し、初

年度 7名が参加し高い評価を得て継続実施が確定。2019年度は公募に応募の 7税理士事務所に、

大原税理士専門学校と本学からそれぞれ 7 人が参加し、そこでも本学は高評価を得た。2020 年

度は、コロナ禍で実施も危ぶまれたが、6名が参加して実施され好評を維持。来年度は支部の役

員交代に伴い、新役員に経緯を説明し実施要請を行う 

以 上 

 



Ⅲ.財務の概要

1.決算の概要

　①貸借対照表関係

　　　ア）貸借対照表の状況と経年比較

（単位：円）

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

固定資産 4,386,716,019 4,349,559,184 4,364,706,944 4,404,880,304 4,486,598,006

流動資産 1,134,766,211 1,257,408,121 1,424,324,247 1,619,494,496 1,871,200,801

資産の部合計 5,521,482,230 5,606,967,305 5,789,031,191 6,024,374,800 6,357,798,807

固定負債 182,911,462 176,196,867 158,134,360 157,957,077 151,748,021

流動負債 145,584,074 144,871,231 166,217,384 149,697,430 140,638,620

負債の部合計 328,495,536 321,068,098 324,351,744 307,654,507 292,386,641

基本金 5,545,950,893 5,549,318,880 5,519,675,849 5,549,775,741 5,576,232,933

繰越収支差額合計 △ 352,964,199 △ 263,419,673 △ 54,996,402 166,944,552 489,179,233

純資産の部合計 5,192,986,694 5,285,899,207 5,464,679,447 5,716,720,293 6,065,412,166

負債及び純資産の部合計 5,521,482,230 5,606,967,305 5,789,031,191 6,024,374,800 6,357,798,807

　　　イ）財務比率の経年比較

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

流動比率 779.5% 867.9% 856.9% 1081.8% 1330.5%

総負債比率 5.9% 5.7% 5.6% 5.1% 4.6%

前受金保有率 1403.9% 1445.1% 1760.7% 2340.1% 2955.3%

基本金比率 99.5% 99.8% 99.9% 99.9% 100.0%

固定資産構成比率 79.4% 77.6% 76.1% 73.1% 70.6%

減価償却比率 57.2% 58.8% 55.9% 55.0% 52.8%

負債比率 6.3% 6.1% 5.4% 5.4% 4.8%
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　②資金収支計算書関係

　　　ア）資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：円）

収　入　の　部 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

学生生徒等納付金収入 389,846,500 364,232,950 343,899,800 338,468,550 359,753,550

手数料収入 9,002,744 9,875,490 6,693,942 7,479,892 6,291,931

寄付金収入 800,000 0 0 0 0

補助金収入 119,504,100 85,662,300 88,913,100 78,068,900 73,557,100

資産売却収入 0 0 35,000 0 1,778,883,243

付随事業・収益事業収入 3,590,000 3,417,500 2,742,000 2,928,000 3,090,000

受取利息・配当金収入 1,205,002 1,713,210 2,206,556 2,916,234 403,945

雑収入 42,996,050 27,413,902 43,626,596 33,103,323 12,330,834

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 79,659,000 86,197,500 78,694,750 68,064,050 63,180,550

その他の収入 88,947,412 124,537,658 113,187,600 96,379,127 111,969,828

資金収入調整勘定 △ 111,770,264 △ 93,664,340 △ 109,225,699 △ 94,060,494 △ 50,870,520

前年度繰越支払資金 1,245,646,814 1,385,594,553 1,592,740,665 1,867,227,518 357,735,132

収入の部合計 1,869,427,358 1,994,980,723 2,163,514,310 2,400,575,100 2,716,325,593

支　出　の　部 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

人件費支出 308,516,970 322,030,745 355,165,140 377,317,022 343,683,900

教育研究経費支出 217,687,424 209,645,578 239,260,970 257,492,700 298,349,601

管理経費支出 69,284,403 72,723,853 76,885,482 79,329,451 111,873,458

借入金等利息支出 0 0 0 0 0

借入金等返済支出 0 0 0 0 0

施設関係支出 84,346,480 25,776,866 21,024,000 35,100 1,415,000

設備関係支出 14,608,940 9,401,918 3,104,763 7,798,819 19,031,141

資産運用支出 0 0 0 0 0

その他の支出 103,332,646 142,828,093 136,817,017 140,876,552 129,176,391

資金支出調整勘定 △ 46,669,144 △ 33,073,144 △ 54,337,615 △ 55,015,209 △ 54,431,416

翌年度繰越支払資金 1,118,319,639 1,245,646,814 1,385,594,553 1,592,740,665 1,867,227,518

支出の部合計 1,869,427,358 1,994,980,723 2,163,514,310 2,400,575,100 2,716,325,593

60



　　　イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

（単位：円）

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

教育活動による資金収支

教育活動資金収入計 565,739,394 490,602,142 485,875,438 460,048,665 455,023,415

教育活動資金支出計 595,488,797 604,400,176 671,231,592 714,139,173 753,906,959

差引 △ 29,749,403 △ 113,798,034 △ 185,356,154 △ 254,090,508 △ 298,883,544

調整勘定等 △ 19,594,615 1,566,980 △ 287,876 △ 21,465,433 45,563,300

教育活動資金収支差額 △ 49,344,018 △ 112,231,054 △ 185,644,030 △ 275,555,941 △ 253,320,244

施設整備等活動による資金収支

施設整備等活動資金収入計 0 0 35,000 0 1,778,883,243

施設整備等活動資金支出計 98,955,420 35,178,784 24,128,763 7,833,919 20,446,141

差引 △ 98,955,420 △ 35,178,784 △ 24,093,763 △ 7,833,919 1,758,437,102

調整勘定等 17,719,813 6,788,756 △ 1,525,027 3,329,481 4,969,617

施設整備等活動資金収支差額 △ 81,235,607 △ 28,390,028 △ 25,618,790 △ 4,504,438 1,763,406,719

△ 130,579,625 △ 140,621,082 △ 211,262,820 △ 280,060,379 1,510,086,475

その他の活動による資金収支

その他の活動資金収入計 78,583,574 87,693,719 89,121,362 95,767,241 86,082,273

その他の活動資金支出計 75,331,124 87,020,376 85,004,654 90,193,715 86,676,362

差引 3,252,450 673,343 4,116,708 5,573,526 △ 594,089

調整勘定等 0 0 0 0 0

その他の活動資金収支差額 3,252,450 673,343 4,116,708 5,573,526 △ 594,089

△ 127,327,175 △ 139,947,739 △ 207,146,112 △ 274,486,853 1,509,492,386

1,245,646,814 1,385,594,553 1,592,740,665 1,867,227,518 357,735,132

1,118,319,639 1,245,646,814 1,385,594,553 1,592,740,665 1,867,227,518

　　　ウ）財務比率の経年比較

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

教育活動資金収支差額比率 -8.7% -22.9% -38.2% -59.9% -55.7%

科　　　　　　目

支払資金の増減額（小計+その他の活動資金収支差額）

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

翌年度繰越支払資金

前年度繰越支払資金

61



　③事業活動収支計算書関係

　　　　ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較

（単位：円）

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

事業活動収入の部

学生生徒等納付金 389,846,500 364,232,950 343,899,800 338,468,550 359,753,550

手数料 9,002,744 9,875,490 6,693,942 7,479,892 6,291,931

寄付金 800,000 5,600 0 13,900 0

経常費等補助金 119,504,100 85,662,300 88,913,100 78,068,900 73,557,100

付随事業収入 3,590,000 3,417,500 2,742,000 2,928,000 3,090,000

雑収入 42,996,050 27,413,902 43,626,596 33,103,323 12,488,874

教育活動収入計 565,739,394 490,607,742 485,875,438 460,062,565 455,181,455

事業活動支出の部

人件費 301,764,997 334,998,867 357,101,095 380,675,850 342,548,621

教育研究経費 276,701,942 267,446,555 300,416,141 319,122,321 374,940,523

管理経費 69,530,739 72,970,189 79,174,595 81,689,759 114,738,562

徴収不能額等 9,321,500 3,400,750 2,604,500 4,607,150 5,211,650

教育活動支出計 657,319,178 678,816,361 739,296,331 786,095,080 837,439,356

教育活動収支差額 △ 91,579,784 △ 188,208,619 △ 253,420,893 △ 326,032,515 △ 382,257,901

事業活動収入の部

受取利息・配当金 1,205,002 1,713,210 2,206,556 2,916,234 403,945

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 1,205,002 1,713,210 2,206,556 2,916,234 403,945

事業活動支出の部

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0 0 0

教育活動外収支差額 1,205,002 1,713,210 2,206,556 2,916,234 403,945

△ 90,374,782 △ 186,495,409 △ 251,214,337 △ 323,116,281 △ 381,853,956

事業活動収入の部

資産売却差額 0 0 34,999 0 676,036,476

その他の特別収入 4,325,706 7,715,169 1,803,886 2,860,525 3,490,633

特別収入計 4,325,706 7,715,169 1,838,885 2,860,525 679,527,109

事業活動支出の部

資産処分差額 6,863,437 0 2,585,394 28,436,117 323,977,996

その他の特別支出 0 0 80,000 0 0

特別支出計 6,863,437 0 2,665,394 28,436,117 323,977,996

特別収支差額 △ 2,537,731 7,715,169 △ 826,509 △ 25,575,592 355,549,113

0 0 0 0 0

△ 92,912,513 △ 178,780,240 △ 252,040,846 △ 348,691,873 △ 26,304,843

△ 12,632,013 △ 29,643,031 0 △ 87,999 △ 506,187,956

△ 105,544,526 △ 208,423,271 △ 252,040,846 △ 348,779,872 △ 532,492,799

△ 263,419,673 △ 54,996,402 166,944,552 489,179,233 992,349,061

16,000,000 0 30,099,892 26,545,191 29,322,971

△ 352,964,199 △ 263,419,673 △ 54,996,402 166,944,552 489,179,233

571,270,102 500,036,121 489,920,879 465,839,324 1,135,112,509

664,182,615 678,816,361 741,961,725 814,531,197 1,161,417,352

科　　　　　目

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

経常収支差額

特
別
収
支

基本金組入額合計

[予備費]

基本金組入前当年度収支差額

事業活動支出計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

（参考）

事業活動収入計
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　イ）財務比率の経年比較

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度

人件費比率 53.2% 68.0% 73.2% 82.2% 75.2%

人件費依存率 77.4% 92.0% 103.8% 112.5% 95.2%

教育研究費比率 48.8% 54.3% 61.6% 68.9% 82.3%

管理経費比率 12.3% 14.8% 16.2% 17.6% 25.2%

経常収支差額比率 -15.9% -37.9% -51.5% -69.8% -83.8%

教育活動収支差額比率 -16.0% -37.6% -52.2% -70.9% -84.0%

事業活動収支差額比率 -16.3% -35.8% -51.4% -74.9% -2.3%

学生生徒納付金比率 68.2% 72.8% 70.5% 73.1% 79.0%

補助金比率 20.9% 17.1% 18.1% 16.8% 6.5%

基本金組入比率 2.2% 5.9% 0.0% 0.0% 44.6%

減価償却費比率 57.9% 58.8% 56.8% 55.0% 52.8%
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（2）その他
　①有価証券の状況

該当なし

　②借入金の状況
該当なし

　③学校債の状況
該当なし

　④寄付金の状況
大学の歴史が浅く、同総会組織も十分確立されていない為、寄付金の受入れを検討している。

　⑤補助金等の状況
経常費補助金は入学定員を削減したことにより、収容定員を確保でき増加している。

　⑥収益事業の状況
該当なし

　⑦関連当事者等との取引の状況

　⑧学校法人間財務取引

（3）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策
　平成29年度より入学定員を上回る入学者を確保でき、また令和元年度から学年進行で学納金の改定を行い
収入の増加を図った。また、支出においては人件費及び経費の削減を行ったことにより経常収支差額及び
教育活動資金収支差額は毎年改善されている。
　令和2年度以降においても入学者、収容定員の増加を図り安定した収入を確保し、人件費及び経費の更なる
削減することにより経営の改善を行う。

                                関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

役員の
兼任等

事業上の
関係

建物の賃借 0

光熱水費 2,304,130

勘定科目
議決権の
所有割合

なし

期末残高

福岡県
福岡市

ー 3名 ー ー

取引の内容 取引金額属性

私立学校ー

関係内容
役員、法人
等の名称

資本金
又は

出資金

事業内容
又は職業

住所

学校法人
麻生学園

関係法人

　 　　　　　　　　　　　　  学校法人間取引の内容は、次のとおりである。

学校法人名 住所 取引金額 勘定科目 期末残高 関連当事者

0 ー ー

2,304,130 光熱水費 0

学校法人
麻生学園

取引の内容

建物の賃借

光熱水費
○

福岡県
福岡市
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